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本事業の概要 

はじめに 

 本市においては、平成 29 年３月に、今後５年間の産業振興の基本方針として「うるま市産業振

興計画」を策定した。この基本方針のなかでは、「産業振興支援を通して企業収益力向上を目指す」

として、経済波及効果の高い産業の集積の推進が求められている。 

 本事業は、産業振興計画の着実な推進のために、市内の土地利用等現況の把握を行い、各産業

施策分野における重点誘導エリアの検討を行うとともに、現在重点的に企業誘致に取り組んでい

る中城湾港新港地区の現況及び経済波及効果の高い「製造業」、「物流関連産業」及び「観光業」

における新たな産業集積地の可能性についての調査・検討を行うことを通して、産業基盤整備計

画（基本構想）の策定を行った。 

 

事業内容 

 事業内容は、下記の通りである。 

（１）上位関連計画の整理 

（２）うるま市に関連する基礎資料の収集・整理 

（３）中城湾港新港地区の現状及び課題の把握 

（４）産業集積地基礎調査 

（５）市内全域における重点誘導エリアの検討 

（６）将来フレームの設定 

（７）新たな産業用地確保に向けた施策の方向性の検討 

（８）基本計画策定に向けた手法の検討 

（９）検討会、工程会議等の開催 

 

事業により期待される効果 

 本構想の策定により、①農地の保全・確保・集積を図る重点エリアの位置付け、②中心市街地

の位置付け、③滞在型観光空間の創出、④誘致可能用地の確保等各産業施策分野における集積性

のメリットが生じるよう産業空間の考え方が整理されることになり、分野横断的な視点から地域

の特色に対応したメリハリの効いた産業集積を推進に加えて、各産業集積地が有機的に連携し市

域内に好循環をもたらすような施策を展開することができる。 
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1.1.2 未来投資戦略 2018（首相官邸） 

Society 5.0 とは、日本が提唱する未来社会のコンセプトであり、内閣府が科学技術基本法に

基づき、５年ごとに改定されている科学技術基本法の第５期（2016 年度から 2020 年度の範囲）

でキャッチフレーズとして登場したものである。「Society 5.0」の実現に向けて、最先端技術を

活用しつつ、日本経済全体の生産性の底上げを図るため、省庁横断的に、様々な施策を講じるこ

ととなっている。 

うるま市産業基盤整備基本構想においても、既存の整備手法だけでなく、必要に応じて IoT や

AI 等の活用、もしくは新産業振興の観点を取り入れる必要がある。 

 

図表 1-1-2 未来投資戦略 2018 概要 

 
資料）首相官邸「成長戦略ウェブサイト」より引用

https://www.kantei.go.jp/jp/headline/seicho_senryaku2013.html 

 

1.1.3 まち・ひと・しごと創生基本方針 2018（内閣府） 

まち・ひと・しごと創生基本方針 2018 では、人口急減・超高齢化という我が国が直面する大き

な課題に対し、政府一体となって取り組み、各地域がそれぞれの特徴を活かした自律的で持続的

な社会を創生することを目指している。地方自治体は、「地方版総合戦略」に掲げた基本目標や重

要業績評価指標 (KPI)の達成に向けて、政策パッケージ・個別施策に取り組むことが重要とされ

ている。 

うるま市では、同計画に基づき、平成 28 年３月に、今後目指すべき将来方向を展望する「うる

ま市人口ビジョン」及び「うるま市人口ビジョン島しょ地域編」を作成し、これを受けて、今後
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５年間の目標や具体的な取り組み施策をまとめた「うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定しており。また地方創生加速化交付金及び地方創生推進交付金を活用して、平成 27 年度に

５事業、平成 28 年度に２事業を実施している。 

また、基本目標１の魅力ある安定した雇用の場を創出においては、商工業、農水産業、観光関

連産業の活性化に取り組むこととなっている。 

 

図表 1-1-3 まち・ひと・しごと創生基本方針 2018 概要 

 

資料）首相官邸「成長戦略ウェブサイト」より引用  

https://www.kantei.go.jp/jp/headline/chihou_sousei/#c015  

 

1.1.4 国家戦略特区（内閣官房） 

「世界で一番ビジネスをしやすい環境」を作ることを目的に、地域や分野を限定することで、

大胆な規制・制度の緩和や税制面の優遇を行う規制改革制度である。 

経済社会の構造改革を重点的に推進することにより、産業の国際競争力を強化するとともに、

国際的な経済活動の拠点の形成を促進する観点から、国が定めた国家戦略特別区域において、規

制改革等の施策を総合的かつ集中的に推進するために必要な事項を定めている。沖縄県では、農

業分野での外国人受入や農家レストラン、地域限定保育士の導入などが事業として行われている。 
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図表 1-1-4 国家戦略特区 概要 

 

資料）首相官邸「成長戦略ウェブサイト」より引用 

https://www.kantei.go.jp/jp/headline/kokkasenryaku_tokku2013.html  

 

1.1.5 産業競争力強化法（経済産業省） 

本法律は、アベノミクスの第三の矢である「日本再興戦略」(平成 25 年 6 月 14 日閣議決定)に盛

り込まれた施策を確実に実行し、日本経済を再生し、産業競争力を強化することを目的としてい

る。我が国の産業競争力強化のためには、日本経済の３つの歪み、すなわち「過剰規制」、「過小

投資」、「過当競争」を是正していくことが重要であり、本法律は、そのキードライバーとしての

役割を果たすものである。 

具体的には、実行計画を策定するとともに、規制改革として、企業実証特例制度やグレーゾー

ン解消制度を設けており、加えて産業の新陳代謝を進めるため、ベンチャー投資の促進や事業再

編の促進、先端設備投資の促進などを進めることとしている。 
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図表 1-1-5 産業競争力強化法 概要 

 
資料）経済産業省「産業競争力強化法ウェブサイト」より引用

http://www.meti.go.jp/policy/jigyou_saisei/kyousouryoku_kyouka/index.html  

 

1.1.6 生産性向上特別措置法（経済産業省） 

ICT 分野における急速な技術革新の進展により、産業構造や国際的な競争条件が著しく変化し

ている。こうした変化に対応し、世界に先駆けて「生産性革命」を実現させるべく、政府は、平

成 29 年 12 月に「新しい経済政策パッケージ」を取りまとめた。この中で、2020 年までを「生産

性革命・集中投資期間」として、あらゆる政策を総動員することとしていることを受け、同法に

より、我が国産業の生産性を短期間に向上させるために必要な支援措置を講じている。 

うるま市においても、中小企業者の先端設備等の導入を促進し労働生産性の向上を図り、地域

経済の更なる発展を目指しており、同法に基づく政策パッケージなどを活用し、様々な施策を展

開中である。 
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図表 1-1-6 生産性向上特別措置法 概要 

 
資料）経済産業省「生産性向上特別措置法ウェブサイト」より引用

http://www.meti.go.jp/press/2018/06/20180606001/20180606001.html  

 

1.1.7 観光立国推進基本法（国土交通省） 

観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民経済の発展、国民生活

の向上及び国際相互理解の増進に寄与することを目的としている。それぞれの地域が持つ特色を

生かした魅力ある観光地づくりの取組みを推進するとともに、それぞれの地域の伝統、文化など

の魅力を内外に発信して国際・国内観光を振興するなど、観光立国の実現に関する施策を総合的、

計画的に推進している。 

うるま市では、本計画を基に多様化している沖縄観光ニーズに対応し、うるま市らしい観光ま

ちづくりに向けた行動指針となる、「第 2 次うるま市観光振興ビジョン」を策定している。 
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図表 1-1-7 観光立国推進基本法 概要 

 
資料）国土交通省観光庁「観光立国推進基本法ウェブサイト」より引用

http://www.mlit.go.jp/kankocho/kankorikkoku/kihonhou.html  

 

1.1.8 国土形成計画（全国計画）（国土交通省） 

本計画は、「国土のグランドデザイン 2050」等を踏まえて、急激な人口減少、巨大災害の切迫

等、国土に係る状況の大きな変化に対応した、平成 27 年から概ね 10 年間の国土づくりの方向性

を定めたものである。 

本計画では、国土の基本構想として、それぞれの地域が個性を磨き、異なる個性を持つ各地域

が連携することによりイノベーションの創出を促す「対流促進型国土」の形成を図ることとし、

この実現のための国土構造として「コンパクト＋ネットワーク」の形成を進めることとしている。 

国土利用計画と一体として策定され、国土の利用に関して各種計画の基本となるものである。 
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1.1.10 沖縄成長産業戦略（内閣府 沖縄総合事務局） 

2016 年に九州・沖縄地方産業競争力協議会の意見を踏まえ、沖縄成長産業戦略が策定され、2017

年度以降のアクションプランが改訂されている。 

沖縄をヒト・モノ・カネ・情報の交易・交流拠点へと発展させ、「アジアゲートウェイ」としの

地域的ポジションを確立することを基本コンセプトとして沖縄が持つポテンシャルを最大限に活

かし、沖縄が日本と東アジアのゲートウェイとなり相互の発展と変革に寄与することを目指し、

重点戦略産業及び戦略的取組を取りまとめたものである。 

国際物流ハブ関連産業の集積や情報通信業の集積が目標として掲げられており、うるま市では、

中城港湾新港地区、情報通信産業振興地域・特別特区が含まれる。また、その他にもバイオ産業

の集積やスポーツ産業の集積についても記載されており、今回の基本構想においても留意する必

要がある。 

 

図表 1-1-10 沖縄成長産業戦略 概要 

 
資料）内閣府沖縄総合事務局「沖縄成長産業戦略ウェブサイト」より引用 

http://www.ogb.go.jp/keisan/oshirase/011073 
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本計画において、うるま市は、国際物流拠点産業集積地域とされ、中城港湾新港地区、情報通

信産業振興地域・特別特区、ものづくりの先進モデル地域にも指定されている。 

 

図表 1-2-2 沖縄振興計画（沖縄 21 世紀ビジョン基本計画） 概要 

 
資料）内閣府「沖縄振興審議会ウェブサイト」より引用

https://www8.cao.go.jp/okinawa/siryou/singikai/sinkousingikai/26/26-sinkousingikai.html 

 

1.2.3 アジア経済戦略構想及び推進計画（沖縄県） 

アジアの巨大なマーケットの中心に位置する沖縄の地理的優位性を生かし、成長著しいアジア

の活力を取り込み、本県の自立型経済の構築を図ることを目的としている。 

戦略は５つから成り、①アジアをつなぐ、国際競争力ある物流拠点の形成、②世界水準の観光

リゾート地の実現、③航空関連産業クラスターの形成、④アジア有数の国際情報通信拠点“スマ

ートハブ”の形成、⑤沖縄からアジアへとつながる新たなものづくり産業の推進が目標として掲

げられ、具体的な 84 のプロジェクトを設定・推進されている  

うるま市では、物流やＩＴ等の振興が重要プロジェクトと位置づけられている。具体的には那

覇港と中城湾港の連携、中城湾港の航路拡充及び産業港としての整備等による港湾物流機能の強

化及び新たな物流関連ビジネスの創出や県内ＩＴ企業のビジネス連携とアジア展開に資するブリ

ッジ人材の育成、県内医療産業の競争力強化に向けた研究開発や事業化の支援、再生医療産業の

競争力強化に向けた技術開発等の取組などがプロジェクトとして策定されている。 
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図表 1-2-3 アジア経済戦略構想及び推進計画 概要 

 
資料）沖縄県「沖縄県アジア経済戦略構想及び推進計画ウェブサイト」より引用 

https://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kikaku/asia.html 

 

 

1.2.4 地域未来投資促進法基本計画（沖縄県知事策定） 

同法律は、地域の特性を活用した事業の生み出す経済的波及効果に着目し、これを最大化しよ

うとする地方公共団体の取組を支援するものである。 

国の基本方針に基づき、市町村及び都道府県は基本計画を作成し、国が同意する形をとってお

り、同意された基本計画に基づき、事業者が策定する地域経済牽引事業計画を、都道府県知事が

承認する。国は、地方公共団体とともに地域経済牽引事業者を支援している。 

うるま市では、６分野ともに関係している。その中でも、日本とアジアをつなぐ「沖縄国際物

流ハブ」機能としての国際物流インフラを活用した物流関連産業分野の集積を目指し「中城湾港

新港地区」の整備事業が行われている。また、沖縄を全国の農林水産物・食品のアジア展開のた

めのゲートウェイとする企業集積を目指しており、今回の基本構想においても留意する必要があ

る。 
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図表 1-2-4 地域未来投資促進法 概要 

 
資料）沖縄県「地域未来投資促進法における基本計画ウェブサイト」より引用 

http://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/seisaku/kikaku/kigyoukachikashika/tiikimirai2.html 

 

1.2.5 第５次沖縄県観光振興基本計画（沖縄県） 

沖縄 21 世紀ビジョンで掲げる「世界水準の観光リゾート地」の実現に向けて、沖縄観光が国内

外に広く認知される基盤を構築することを目的とし、沖縄 21 世紀ビジョン基本計画を踏まえ、観

光の振興に関する基本的な方向を明らかにするために策定されている。行政機関や観光協会など

の地域組織、各種業界団体など観光関係者のためだけの行動計画ではなく、県民をはじめとした

沖縄観光に関わる全ての人が認識すべき将来の沖縄観光のビジョンを指し示す計画であり、その

ビジョンを着実に実現するための基本方針を示すものである。 

本計画はうるま市策定の「観光振興ビジョン」の基本計画と関連性が高い。うるま市は本計画

内で中部圏域の中で沖縄市と並ぶ２大都市として位置づけられており、世界遺産の勝連城跡や金

武湾の特性を生かした海洋レジャーなどの取組を推進している。 
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図表 1-2-5 第５次沖縄県観光振興基本計画 概要 

 

資料）沖縄県「第 5 次沖縄県観光振興基本計画中間見直しに係る

説明資料」より引用 

https://www.pref.okinawa.jp/site/bunka-sports/kankose

isaku/kikaku/documents/1_05_shiryo.pdf 

 

1.2.6 沖縄観光推進ロードマップ（沖縄県） 

平成 33 年度の観光収入 1.1 兆円、入域観光客数 1,200 万人等の目標の達成を目指し、誘客及び

受入体制整備等の観光振興施策を推進することを目的としている。 

目標達成のための誘客戦略を確立するとともに、沖縄への入域から出域までの旅行行程におけ

る課題等を洗い出し、対応策の検討を行い、再整理及び最適化を図っていくことになっている。 

本計画は本市策定の「観光振興ビジョン」の基本計画である。県内の各地に所在する観光地や

観光施設（世界遺産や博物館等文化施設を含む）が効果的に連動した周遊観光商品等の開発と展

開にも取り組んでおり、本市の勝連城跡なども含まれている。 
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図表 1-2-6 沖縄観光推進ロードマップ 概要 

 
資料）沖縄県「沖縄観光推進ロードマップウェブサイト」より引用 

https://www.pref.okinawa.lg.jp/site/bunka-sports/kankoseisaku/kikaku/rep

ort/policy/h26roadmap.html 

 

1.2.7 第５次沖縄県国土利用計画（沖縄県知事策定） 

国土利用計画は公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りながら、国土の均衡ある発展を

図ることを目的として策定されるもので、国土利用の基本方向を示すものであり、全国計画、都

道府県計画、市町村計画から構成されている。都道府県計画は全国計画を基本とし、市町村計画

は都道府県計画を基本としている。 

本計画は、沖縄 21世紀ビジョン

基本計画の基本方向に即し、沖縄

県の区域における県土の利用に関

して必要な事項を定めており、県

土利用の基本方針として、第５次

全国計画を基本とする「適切な県

土管理を実現する県土利用」、「自

然環境・美しい景観等を保全・再

生・活用する県土利用」、「安全・

安心を実現する県土利用」の３つ

の方針に加え、沖縄県独自の方針

として「駐留軍用地跡地利用の推

進」、「沖縄 21世紀ビジョン基本計

画の推進に資する県土利用」の５

つの基本方針を示している。 

本計画はうるま市策定の「国土

利用計画」の上位計画であり、国

の計画を基に沖縄県全体の土地利

用について策定されている。 

 

 

図表 1-2-7 国土利用計画法の体系図 

 
資料）沖縄県「沖縄県国土利用計画ウェブサイト」より引用 

https://www.pref.okinawa.jp/site/kikaku/tochitai

/keikaku/kokudori.html#kokudori2 
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10 年間の指針を示している。 

また、前期基本計画は、基本構想を実現するための分野ごとの方針や主要な施策、達成すべき

目標を定めており、計画期間は平成 29 年度～平成 33 年度までの５年間となっている。本計画で

は、産業振興を含めた市全体の方針が記載されており、今回の基本構想も本計画に合致する必要

がある。 

 

図表 1-3-2 本計画の構成と期間 

 
資料）うるま市「第 2次うるま市総合計画ウェブサイト」より引用 

http://www.city.uruma.lg.jp/shisei/212/213/2124 

 

1.3.3 うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略（企画政策課） 

国の長期ビジョン及び総合戦略、県のまち・ひと・しごと創生総合戦略を勘案しつつ、うるま

市の急速な少子高齢化の進展、将来的な人口減少などの課題に対応したまちづくりを着実に推進

するため、まち・ひと・しごと創生法第 10 条第１項の規定により、「うるま市人口ビジョン」及

び「うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を平成 27 年度に策定している。なお、島しょ地

域では、少子高齢化と人口減少が著しいため、市全体とは別に島しょ地域を対象とした「うるま

市人口ビジョン島しょ地域編」を策定しており、一部施策では、島しょ地域に重点化した取り組

みを図ることとしている。 

本計画は産業振興を含めた市全体の方針が記載されており、産業基盤整備基本構想も本計画の

基本的な枠組みに合致する必要がある。 
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図表 1-3-3 本計画の目標達成に向けた施策体系 

  
資料）うるま市「うるま市まち・ひと・しごと創生総合戦略ウェブサイト」より引用 

http://www.city.uruma.lg.jp/shisei/158/4030 

 

1.3.4 うるま市産業振興計画（産業政策課） 

うるま市において従来から実施してきた企業誘致、雇用創出事業等の産業振興策の効果検証を

行い、市の経済動向の推移等を把握・推察し、将来を見据えたより効率的かつ効果の高い産業振

興の遂行を目的として策定された計画である。うるま市における総合計画をはじめとする各計画

との整合性を図りつつ、本計画の位置づけを明らかにしており、「沖縄 21 世紀ビジョン基本計画

（2012（平成 24）年 5月）」や本市の「第２次うるま市総合計画基本構想前期基本計画（2017（平

成 29）年度）」を上位計画とし、関連計画と整合を図り、調和のとれたものにしている。 

産業基盤整備基本構想のベースとなる計画であり、重点誘致業種などの枠組みに従い、企業の

収益力向上や職場環境の改善による就業者数の増加といった目標達成に向け、産業基盤の整備方

針を検討する必要がある。特に収益力向上については、経済波及効果や雇用効果の高い産業集積

を進め、域外から資金を流入させることのできる産業の振興などを進めることとしている。 

 

図表 1-3-4 うるま市産業振興計画 概要 

 
資料）うるま市「うるま市産業振興計画ウェブサイト」より引用 

http://www.city.uruma.lg.jp/sp/sangyou/147/11654  



20 
 

1.3.5 うるま市農業振興ビジョン（農政課） 

うるま市の農業は、耕種農業と畜産業がともに盛んな特徴があり、９品目が沖縄県の拠点産地

に認定されるなど、基幹産業のひとつである。しかし、全国的にも農業は衰退傾向にあり、それ

は本市においても例外ではない。就業者数の減少や生産基盤の脆弱性等の問題を抱えており、担

い手の確保・育成、経営体への農地集積、経済性が高く安定した営農の実現に向けた仕組みづく

りが急務となっている。 

本ビジョンは、国の「食料・農業・農村基本計画（平成 27 年 3 月閣議決定）」及び、沖縄県の

「沖縄 21 世紀農林水産業振興 計画（平成 25 年 3 月策定）」を踏まえ、本市のまちづくりの総合

指針である「第二次うるま市総合計画（平成 29 年 3 月策定）」に掲げる将来像「愛してます 住

みよいまち うるま」と、その農業分野の基本方針及び施策の実現を目指すものである。 

産業基盤整備基本構想においては、優良農地の保全・活用を図りつつ、豊富な農業資源を活用

した付加価値向上を目指し、生産基盤の確立に取組む。また、若手就農者への貸付促進及び大規

模農業法人への集積を進めるべく、農業の重点誘導エリアを位置づけ、エリア内の農地の保全、

確保、集積を図っていくことが必要である。 

 

図表 1-3-5 うるま市農業・農村の目指す方向 

 
資料）うるま市「うるま市農業振興ビジョンウェブサイト」より引用 

http://www.city.uruma.lg.jp/sangyou/148/11455 

 

1.3.6 うるま市水産業振興計画（農水産整備課） 

うるま市の水産業の持続的な振興を図るため、今後の進むべき方向と施策展開のあり方につい

ての指針となる計画である。「第２次うるま市総合計画」における水産業振興の方針を踏まえると

ともに、環境にやさしく地域の特性を生かした魅力ある水産業の振興を実現するための取組がま

とめられている。上位計画としては、水産庁の「水産基本計画」や沖縄県の振興計画である「沖

縄21世紀ビジョン基本計画」、水産業振興に関する計画である「沖縄21世紀農林水産業振興計画」

等の整合が図られている。産業基盤整備基本構想においては、漁港施設などの生産基盤の整備推

進に加え、水産資源を活用した付加価値向上を図るための基盤整備が必要となる。 
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図表 1-3-7 本計画の基本理念と施策体系 

 
資料）うるま市「第２次うるま市観光振興ビジョンウェブサイト」より引用 

http://www.city.uruma.lg.jp/sangyou/149/1414/8729 

 

1.3.8 国土利用計画（企画政策課） 

国土利用計画法第８条の規定に基づき、本市の区域の国土について、長期にわたって安定した

均衡ある土地利用を確保するために定められているものであり、市の土地利用の最上位計画に相

当する。同法７条の規定に基づいて定められた沖縄県国土利用計画を基本として策定する。本計

画は将来における社会経済情勢の変化に対応して、必要に応じ見直しを行うことになっている。 

産業に関して、農用地の確保や基盤整備事業の推進による優良農地の確保、世界遺産である勝

連城跡などの貴重な文化財、豊かな自然環境を生かした地域振興などの活用が記載・指摘されて

おり、産業基盤整備基本構想においても、留意が必要である。 

 

1.3.9 都市計画マスタープラン（都市政策課） 

広域都市計画との整合・調整を図るとともに、広域都市圏域の中での本市の地域性を重視しつ

つ、個性ある都市づくりを行うための方向性が記載されており、まちづくりの根幹をなす計画で

ある。 

産業基盤整備基本構想においては、産業集積や商業施設の誘致など、周辺環境の整備の検討に

おいて、土地利用の具体的な方向性や制約について記載されていることから、留意が必要である。 
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図表 1-3-9 本計画と上位計画等との関係図 

 
資料）うるま市「都市計画マスタープランウェブサイト」より引用 

http://www.city.uruma.lg.jp/town/125/1089/1093 

 

1.3.10 うるま市農業振興地域整備計画（農政課） 

農業はうるま市の基幹産業のひとつであり、今後、農業経営の安定と生産性の向上を図るため、

農業振興地域整備計画において、生産基盤の整備や近代化施設の導入、認定農業者等担い手の育

成、農地の有効利用などに努めるとともに、観光関連産業などと連携した多角的で多面的な産業

展開（６次産業化等）の推進などを図るとされている。また、耕作放棄地については無秩序な転

用を抑制し、農用地としての土地の流動化を促進するとともに、認定農業者等担い手への集積な

ど農用地の有効活用を図ることとされている。 

産業基盤整備基本構想においては、優良農地の保全・活用を図りつつ、若手就農者への貸付促

進及び大規模農業法人への集積を進めるべく、農業の重点誘導エリアを位置づけ、エリア内の農

地の保全、確保、集積を図っていくことが必要である。 

 

図表 1-3-10 農業振興地域 

 
資料）うるま市「うるま市農業振興地域整備計画ウェブサイト」より引用 

http://www.city.uruma.lg.jp/sangyou/148/3172/4515 
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第２章 現況把握 

2.1 社会動態 

2.1.1 人口の推移 

うるま市では、1995 年以降、人口が一貫して増加を続け、2005 年には 118,898 人となった。特

に具志川地域の伸びが大きく、大規模な市街地開発が進められてきたことがわかる。一方で半島

部や島しょ部に相当する勝連や与那城地域では、人口が減少に転じている。 

 

図表 2-1-1 うるま市の地区別人口の推移 

 
資料）「2015（平成 27）年国勢調査」より作成 

 

2.1.2 人口構成割合の推移（うるま市、沖縄県） 

【沖縄県】 

年少人口の割合は、減少傾向にあり、2040 年には 14％を下回ると予想されている。 同様に生

産年齢人口の割合も減少傾向にある。一方で、老年人口の割合は増加傾向にあり、2015 年は 19.6％

であったが、25 年後の 2040 年には３割を超すと推計されている。 

 

図表 2-1-2-① 沖縄県の人口構成割合の推移 

 
資料）2010（平成 22）年～15（平成 27）年は「国勢調査」より作成。 

2020（平成 32）年～35（平成 47）年は国立社会保障・人口問題研究所「将

来推計人口」より作成 
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【うるま市】 

沖縄県と同様に、年少人口の割合は減少傾向にあり、2030 年には 15％を下回ると予想されてい

る。生産年齢人口の割合も、減少傾向にある。一方で、老年人口の割合は増加傾向にあり、2015

年は 20.0％であったが、25 年後の 2040 年にはおよそ３割に達すると推計されている。 

図表 2-1-2-② うるま市の人口構成割合の推移 

 
資料）2010（平成 22）年～15（平成 27）年は「国勢調査」より作成。 

2020（平成 32）年～35（平成 47）年は国立社会保障・人口問題研究所「将

来推計人口」より作成 

 

2.1.3 うるま市民および沖縄県民１人当たり所得の推移 

うるま市の一人当たり市民所得は、2008 年度以降、160 万円台で推移していたが、2015 年度に

175 万円となり 170 万円台に入った。しかし、県平均を 100 とした場合、80.7％となり県民平均

より２割程度、低い金額となっている。一人当たり県民所得との差は依然として縮まっていない。 

 

図表 2-1-3 うるま市民および沖縄県民 1 人当たり所得の推移 

 
資料）沖縄県企画部統計課「沖縄県市町村民所得」より作成 
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2.1.4 市町村別１人当たり市民所得 

2014 年度の本市の一人当たり市民所得は県内 41 市町村中 38 位である。合併後の 2009 年度か

ら 2014 年度で本市の平均所得は上昇しているが、同様に県内全体の所得水準も上昇しており、順

位もほとんど変動していない。 

 

図表 2-1-4 市町村別一人当たり市民所得 

 
注）2004（平成 16）年度に関しては旧市町村（具志川市、石川市、勝連町、与那城町）

の総生産額、ならびに合算したうるま市の総生産額を記載している。 

資料）沖縄県「沖縄県市町村民所得」より作成 

 

2.1.5 就業者数の全体イメージ 

本市の労働力人口 49,206 人のうち、市内で働く市民は 23,021 人である。一方、市外で働く市

民は 22,498 人であり、市外から通勤して市内で就業するのは 17,204 人となっている。市民就業

者数は 45,519 人、市内就業者数が 40,225 人となっており、市内就業者数の方が少ない状況にあ

る。また、完全失業者数も減少傾向にあるが、3,687 人と依然として多い。 

  

（単位：千円）
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4 渡名喜村 2,579 4 渡嘉敷村 2,631 4 渡嘉敷村 2,838
5 北 谷 町 2,411 5 与那国町 2,441 5 東   村 2,826
6 恩 納 村 2,398 6 東   村 2,438 6 与那国町 2,702
7 嘉手納町 2,374 7 渡名喜村 2,434 7 北 谷 町 2,554
8 浦 添 市 2,364 8 北 谷 町 2,339 8 那 覇 市 2,485
9 那 覇 市 2,358 9 那 覇 市 2,266 9 恩 納 村 2,430
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18 南風原町 1,937 18 金 武 町 1,963 18 南風原町 2,065
19 西 原 町 1,926 19 座間味村 1,955 19 北中城村 2,062
20 名 護 市 1,924 20 宜野湾市 1,949 20 宜野湾市 2,057
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図表 2-1-5 うるま市の就業者数の全体イメージ（2015（平成 27）年） 

 
資料）総務省「2015（平成 27）年国勢調査」より作成 

 

2.1.6 完全失業率の推移 

沖縄県内の完全失業率は全国で最も高い状況が続いているが、近年は改善傾向にある。2013 年

に５％台に入り、2016 年には 4.4％と 23 年ぶりに４％台の水準となっている。 

 

図表 2-1-6 完全失業率の推移 

 
資料）総務省「労働力調査」、沖縄県「労働力調査」より作成 

 

2.1.7 若年無業者の割合 

若年無業者の割合は 8.0％となっており、沖縄県内で最も高い。また完全失業率は 9.9％となっ

ており、沖縄県内で最も高い値となっている。 

 

図表 2-1-7 若年無業者の割合（2015 年） 

 
資料）総務省「2015（平成 27）年国勢調査」より作成 
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2.1.8 有効求人倍率 

沖縄県内の有効求人倍率は、2009 年に 0.28 倍となっていたが、2016 年には 0.97 倍と 1.0 倍に

せまる値となっており、上昇傾向にある。 

 

図表 2-1-8 有効求人倍率 

 
資料）沖縄労働局「労働市場の動き」、および総務省「労働力調査」より作成 

 

2.1.9 求職者数の推移 

うるま市が含まれる「ハローワーク沖縄」の有効求人倍率は、2016 年平均で 0.70 倍となって

いる。ハローワーク沖縄の有効求人倍率も、上昇はしているものの依然として低い状態にある。 

 

図表 2-1-9 求職者数の推移 

 
資料）沖縄労働局「労働市場の動き」、および総務省「労働力調査」より作成 

 

2.1.10 労働力人口等の推移 

労働力人口は沖縄県、沖縄市、本市共に 2010 年まで増加傾向にあったが、2015 年に減少に転

じている。就業者数は、沖縄県は増加し続けている。2015 年に沖縄市は減少に転じており、一方、

うるま市は増加に転じた。 

労働力率は、沖縄県、沖縄市、本市とも 2005 年は 2000 年と比較して低下しているものの、2010

年には、再び上昇している。2015 年についてはほぼ横ばいで推移している。完全失業率は沖縄市、

本市は 2005 年以降、数値が悪化していたが、2015 年に大幅に改善している。 
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図表 2-2-1-② 市内の産業別総生産額、および寄与度（2014 年度） 

 
資料）沖縄県「沖縄県市町村民所得」より作成 

 

2.2.2 うるま市全産業の課題 

うるま市の粗付加価値率は 57.7％（全国 50.8％）であり、粗付加価値に占める雇用者所得率は

58.9％（全国 52.1％）、粗付加価値に占める営業余剰率は 19.7％（全国 18.2％）であり、全体的

に高い傾向にある。うるま市産業の中で、農業は、雇用者所得率は高いものの、営業余剰率が小

さく、稼いだ金額が投資に回っていない。また、中城湾港を中心として集積する製造業は、全体

的に雇用者所得率、営業余剰率も小さい傾向にあり、付加価値率の高い産業の集積が望まれる。 

 

図表 2-2-2-① うるま市産業連関表から見た粗付加価値率 

 
資料）うるま市「2011 年うるま市産業連関表」より作成 

 

一般機械や輸送機械などの重点立地業では、中間投入の市外購入が大きく、市内波及効果は限

定的になっている。企業立地に重点を置きつつも、今後は、産業育成の視点が重要になる。 

 

図表 2-2-2-② うるま市産業連関表から見た中間投入の調達先 

 
資料）うるま市「2011 年うるま市産業連関表」より作成 

（2014年）

実額（百万円） 構成比 （％） 増減率（％） 成長寄与度

農業 2,559 1.0 -16.0 -0.2

林業 6 0.0 20.0 0.0

水産業 1,049 0.4 11.5 0.0

鉱業 405 0.2 8.3 0.0

製造業 19,169 7.1 17.8 1.3
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情報通信業 16,175 6.0 428.9 5.8
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合計　１） 269,247 100.0 19.8 19.8
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2.3 農林水産業の現況と課題 

2.3.1 農林水産業の取引構造 

市内農業は市外から 1,616 百万円を稼ぐ重要な産業であり、市内産業の中間需要を賄うなど、

他の基幹産業を支える存在でもある。一方で、生産に必要な財・サービスの 70％近くを市外から

購入するなど、漏出も多い。 

 

図表 2-3-1 産業連関表から見たうるま市農業の取引構造 

 
資料）うるま市「2011 年うるま市産業連関表」より作成 

 

2.3.2 担い手不足 

年齢別農業就業人口は、各年代ともに減少傾向で推移している。その中でも、30 歳以下の減少

幅が大きく、2000 年から 2015 年までの 15 年間で約 95％減少している。2015 年では 60 歳以上の

農業就業人口の割合が全体の約 70％となっており、農業就業者が高齢化している。 

 

図表 2-3-2-① 年齢別農業就業人口 

 
注）販売農家のうち、自営農業に従事した世帯員数 

資料）農林水産省「農林業センサス」より作成 

 

うるま市の経営耕地面積は、減少傾向で推移しており、2010 年から 2015 年の５年間でおよそ

100ha 減少している。販売農家に比べて自給的農家の割合が増えており、経営耕地面積に反映さ

れない小規模農地の割合が増加している可能性がある。 

市内生産額
(3,061百万円）

移輸出
(1,616百万円）

市内最終需要(479百万円)

中間需要(1,281百万円)

この内訳は、
食料品製造業：766百万円

農業：251百万円
飲食サービス：137百万円 など

分配

営業余剰
(65百万円）

雇用者所得
(730百万円）

その他
(444百万円）

粗付加価値額
(1,239百万円）

中間投入(889百万円）
この内訳は、
農業：251百万円
食料品・たばこ・飲料：174百万円

商業：125百万円
電気・ガス・熱供給：66百万円

運輸・郵便：55百万円など

移輸入
(934百万円）

需要（販売先）

市外からの輸入
(315百万円）

供給（購入元）

5.2%

市外から所得獲得

市外市場産業

のマーケット

58.9%

市内市場産業

のマーケット

輸入
(315百万円）

30歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 合計

沖縄県(人） 4,223 4,386 8,174 7,155 12,976 10,257 47,171

うるま市(人） 421 355 478 461 840 636 3,191

県内割合(%） 10.0 8.1 5.8 6.4 6.5 6.2 6.8

市内割合(%） 13.2 11.1 15.0 14.4 26.3 19.9 100.0

沖縄県(人） 2,517 2,465 5,445 7,064 8,545 10,875 36,911

うるま市(人） 164 138 226 333 440 522 1,823

県内割合(%） 6.5 5.6 4.2 4.7 5.1 4.8 4.9

市内割合(%） 9.0 7.6 12.4 18.3 24.1 28.6 100.0

沖縄県(人） 1,839 1,916 3,547 7,075 6,368 10,389 31,134

うるま市(人） 95 108 161 282 314 522 1,482

県内割合(%） 5.2 5.6 4.5 4.0 4.9 5.0 4.8

市内割合(%） 6.4 7.3 10.9 19.0 21.2 35.2 100.0

沖縄県(人） 616 722 1,318 3,356 5,865 8,039 19,916

うるま市(人） 19 28 37 111 172 258 625

県内割合(%） 3.1 3.9 2.8 3.3 2.9 3.2 3.1

市内割合(%） 3.0 4.5 5.9 17.8 27.5 41.3 100.0

2000年

2005年

2010年

2015年
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図表 2-3-2-② 経営耕地面積 

 
資料）農林水産省「農林業センサス」より作成 

 

本市の耕作放棄地は、2015 年度末で 1,782,563 ㎡となっていたが、事業再生、事業以外による

再生によって面積で 683,657 ㎡（約 38％）、筆数で 913 筆（約 31％）が解消された。解消後の耕

作放棄地の割合は、島しょ地区・石川地区が少なく、具志川地区・与勝地区が多い結果となった。

筆数の割合についても同様に、島しょ地区・石川地区が少なく、具志川地区・与勝地区が多い結

果となった。 

図表 2-3-2-③ 耕作放棄地の筆数および面積と筆数 

 

 

図表 2-3-2-④ 2015 年度末の解消後の耕作放棄地の筆数と面積 

 
資料）うるま市「農業振興ビジョン」より作成 

2000年 2005年 2010年 2015年

沖縄県（ha) 722 630 614 579

うるま市（ha) 12 5 4 3

県内割合（%) 1.7 0.8 0.7 0.5

市内割合（%) 1.2 0.9 0.8 0.7

沖縄県（ha) 27,988 23,416 22,437 22,760

うるま市（ha) 916 521 481 387

県内割合（%) 3.3 2.2 2.1 1.7

市内割合（%) 94.2 93.5 95.3 95.1

沖縄県（ha) 1,970 2,000 1,294 1,450

うるま市（ha) 44 31 20 17

県内割合（%) 2.2 1.6 1.6 1.2

市内割合（%) 4.5 5.6 4.0 4.2

沖縄県（ha) 30,680 26,046 24,345 24,789

うるま市（ha) 972 557 505 407

県内割合（%) 3.2 2.1 2.1 1.6

市内割合（%) 100.0 100.0 100.0 100.0

田

畑

樹園地

経営耕地

総面積

■2015年度末の耕作放棄地の筆数と面積 ■2015年度末の耕作放棄地解消の筆数と面積（累計）

■2015年度末の解消後の耕作放棄地の筆数と面積

注）解消面積は累計

島しょ地区 235 11.6 132,679 12.1

合計 2,027 100.0 1,098,906 100.0

具志川地区 496 24.5 430,695 39.2

与勝地区 1,159 57.2 385,612 35.1

筆数

(筆）

割合

(%）

耕作放棄地面

積 (㎡）

割合

(%）
石川地区 137 6.8 149,920 13.6

合計 270 228,993 643 454,664 913 683,657

与那城地区 12 10,224 234 96,177 246

103,390 370 249,050

合計 2,940 100.0 1,782,563 100.0 106,401

与那城地区 1,191 40.5 372,750 20.9 勝連地区 205 145,660 165

160,418

勝連地区 819 27.9 500,992 28.1 具志川地区 17 17,169 162

石川地区 36 55,940 82 104,478 118

150,619 179 167,788

具志川地区 675 23.0 598,483 33.6

合計
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(筆）

面積

 (㎡）
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(筆）

面積

(㎡）
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(筆）

面積

(㎡）

筆数

(筆）

割合

(%）

面積

 (㎡）

割合

(%）

石川地区 255 8.7 310,338 17.4
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149,920
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2.3.3 漁業生産量（漁業種別・魚種別） 

うるま市は養殖業が盛んであり、平成 29 年では漁業生産量の約 97％を占めている。もずく養

殖が堅調で、漁業生産量は平成 26 年以降、増加基調にある。漁業種別にみると、もずく類が 93％

を占めており、うるま市の主要産業の１つとなっている。 

 

図表 2-3-3 漁業種別及び魚種別の漁業生産量 

 
資料）農林水産省「海面漁業生産統計調査」平成 27 年～平成 19 年  

 

2.3.4 地区別漁業経営体の推移 

 うるま市の漁業経営対数は、平成 25 年で 303 経営体となっており、減少傾向にある。地区別に

みると、勝連地域は、漁業経営対数が増加しており、もずくなどを中心とした養殖業の拡大がみ

てとれる。 

 

図表 2-3-4 地区別漁業経営体数の推移 

 
資料）農林水産省「漁業センサス」 

 

2.4 商工業の現況と課題 

2.4.1 商工業の現況 

うるま市の年間商品販売額規模は、112,988 百万円となっており、県内市町村で５番目に大き

い。沖縄県中部の商業地としては、沖縄市と並び一大消費地となっている。 
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図表 2-4-1 沖縄県内主要都市とうるま市近隣都市の商業規模（2016 年） 

 
資料）経済産業省「商業統計表」 

 

2.4.2 大型小売店の立地状況 

うるま市やその近隣市には、大型商業施設の進出が多い。うるま市には県道 33 号線沿いに大型

店舗の出店が相次いでおり、うるま市内外からの集客性が高まると同時に、うるま市内での買い

物の完結傾向が高まっている。 

 

図表 2-4-2 うるま市および周辺地域の大型小売店一覧 

 
資料）「全国大型小売店総覧 2019」より作成 
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糸満市 465 2,639 66,922 97 821 38,828 368 1,818 28,093 33,993

沖縄市 895 5,328 113,942 122 905 33,613 773 4,423 80,328 89,209
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宮古島市 514 2,557 67,393 75 392 29,848 439 2,165 37,545 45,217

南城市 260 1,284 20,532 24 170 4,254 236 1,114 16,277 23,132

恩納村 119 653 6,595 7 29 1,646 112 624 4,949 7,857

金武町 75 266 4,347 9 47 765 66 219 3,583 3,226

北谷町 235 2,147 35,796 20 113 3,369 215 2,034 32,427 51,469

北中城村 81 432 9,735 6 42 1,065 75 390 8,671 4,341

その他町村 1,897 12,058 269,509 271 2,330 119,287 1,626 9,728 147,425 204,325

沖縄県全体 11,245 80,546 2,348,786 2,079 20,563 1,307,092 9,166 59,983 1,041,695 1,216,079

合計 小売業卸売業

施設名称 住所 店舗面積(㎡) 開設年月 立地 業態

大川家具リビングデザインスクエア泡瀬 沖縄市与儀3-20-1 12,540 1994年12月 幹線道路沿型 専門店
プラザハウスショッピングセンター（フェアモール） 沖縄市久保田3-1-12 9,202 1996年3月 幹線道路沿型 寄合百貨店
サンエー中の町タウン 沖縄市胡屋2-1-56 4,468 1976年7月 商店街・商業地型 総合スーパー
サンシー知花店 沖縄市知花4-12-1 4,323 1978年3月 幹線道路沿型 ホームセンター
イオンタウン泡瀬（マックスバリュ泡瀬店） 沖縄市泡瀬4-5-7 4,290 1987年8月 住宅地域型 食品スーパー
マックスバリュ山里店 沖縄市山里1-1-2 3,630 2018年4月 幹線道路沿型 食品スーパー
マンガ倉庫泡瀬店 沖縄市与儀3-13-1 2,928 1996年6月 幹線道路沿型 専門店
古謝複合ショッピングセンター（ユニオンあわせ店） 沖縄市古謝976-1 2,853 2015年4月 住宅地域型 食品スーパー
ドラッグイレブン泡瀬店 沖縄市泡瀬4-4-3 2,399 2011年2月 住宅地域型 専門店
ホームセンターさくもとコザ店 沖縄市南桃原4-28-1 2,172 1991年12月 住宅地域型 ホームセンター
あわせモール２期（オートバックスあわせモール店） 沖縄市古謝2-17-3 2,049 2016年11月 住宅地域型 専門店
ベスト電器美里店 沖縄市美原1-21-10 2,003 1997年12月 幹線道路沿型 専門店
イオンタウン知花ショッピングセンター（マクッスバリュ知花店） 沖縄市知花6-10-1 1,772 2012年8月 幹線道路沿型 食品スーパー
コープおきなわ山内 沖縄市南桃原4-1-1 1,666 - 住宅地域型 食品スーパー
コープおきなわ美里 沖縄市美原4-29-1 1,656 - 幹線道路沿型 食品スーパー
サンエーV２１食品館古謝店 沖縄市古謝209-1 1,558 2011年8月 幹線道路沿型 食品スーパー
マックスバリュ高原店 沖縄市高原1-11-1 1,275 2013年7月 幹線道路沿型 食品スーパー
イオンモール沖縄ライカム 北中城村アワセ土地区画整理事業区域内4街区 57,418 2015年4月 幹線道路沿型 ショッピングセンター
イオン具志川ショッピングセンター（イオン具志川店） うるま市字前原303 27,204 2000年10月 住宅地域型 ショッピングセンター
サンエー具志川メインシティ うるま市江州450-1 22,197 1999年10月 幹線道理沿型 総合スーパー
サンエー与勝シティ うるま市勝連南風原5111 10,454 1998年5月 幹線道理沿型 総合スーパー
ニトリ・スポーツデポ具志川店 うるま市字前原徳森原360 8,805 2008年6月 幹線道理沿型 専門店
ホームセンタータバタ石川店 うるま市石川赤崎2-2-1 7,788 1990年5月 幹線道理沿型 ホームセンター
うるまシティプラザ うるま市江州507 7,370 2009年11月 幹線道理沿型 総合スーパー
メイクマン具志川店 うるま市江州648 6,347 1976年12月 幹線道理沿型 ホームセンター
具志川ショッピングセンター（ヤマダ電機テックランド具志川店） うるま市前原167-1 6,325 2004年7月 幹線道理沿型 専門店
ABLOうるま第二工区（タウンプラザかねひでABLOうるま店） うるま市字前原54 6,313 2018年3月 幹線道理沿型 ショッピングセンター
MEGAドン・キホーテうるま店 うるま市塩屋浜原502-1 5,045 2013年11月 幹線道理沿型 総合スーパー
サンエー石川ショッピングタウン うるま市石川赤崎2-1-1 4,305 1986年7月 幹線道理沿型 総合スーパー
サンエー赤道ショッピングタウン うるま市髙江洲1031-1 4,094 1975年11月 幹線道理沿型 総合スーパー
スーパースポーツゼビオうるま店 うるま市字前原183-9 3,015 2016年4月 住宅地域型 専門店
ABLOうるま（３工区）（ユニクロABLOうるま店） うるま市字豊原8-1 2,423 2018年4月 幹線道理沿型 専門店
マックスバリュ屋慶名店 うるま市与那城屋慶名地内 2,399 2018年11月 - 食品スーパー
サンキマルエー具志川店 うるま市江州360 2,279 1984年 幹線道理沿型 専門店
うるま市農水産業振興戦略拠点施設（うるマルシェ） うるま市字前原183-2外 2,207 2017年10月 - 専門店
フレッシュプラザユニオン赤道店 うるま市字赤道627-6 2,119 2018年5月 幹線道理沿型 食品スーパー
イオンタウン石川B（東京靴流通センターイオンタウン石川店） うるま市石川1-14-1 2,037 2003年4月 住宅地域型 専門店
ザ・ビッグ田場店 うるま市田場1953-1 1,818 - その他 食品スーパー
タウンプラザあげな店 うるま市田場1220-1 1,581 2005年2月 住宅地域型 食品スーパー
イオンタウン石川A（マックスバリュ石川店） うるま市石川1-16-1 1,537 2003年4月 住宅地域型 食品スーパー
ドラッグストアモリうるま赤道店 うるま市字赤道301-1外 1,428 2018年4月 - 専門店
サンキマルエー安慶名店 うるま市みどり町5-2-3 1,418 1989年11月 幹線道理沿型 専門店
ドラッグストアモリ与勝店 うるま市勝連南風原5099-4 1,428 2017年8月 幹線道理沿型 専門店
イオンタウン石川C（ファッションセンターしまむら石川店） うるま市石川1-15-27 1,359 2004年5月 住宅地域型 専門店
タウンプラザかねひでよかつ阿麻和利市場 うるま市与那城西原596-3 1,357 2017年6月 幹線道理沿型 食品スーパー
ドラッグストアモリ具志川店 うるま市字前原371-2 1,355 2017年11月 住宅地域型 専門店
ダイレックス石川店 うるま市石川1-44-8 1,208 2011年11月 住宅地域型 総合スーパー
ダイレックス安慶名店 うるま市字赤野1393-1 1,173 2014年12月 幹線道理沿型 総合スーパー
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2.5 観光業の現況と課題 

2.5.1 観光客の推移 

沖縄県を取り巻く状況は大きく変化し、観光収入額および観光客数は 2011 年から増加し続けて

いる。観光客一人あたりの県内消費額も 75 千円を超えるなど賑わいを見せている。本市の観光の

拠点でもある勝連城跡周辺では、2013 年以降、来場者が横ばい傾向にある。 

 

図表 2-5-1-① 沖縄県の観光収入額および観光客数の推移 

 
資料） 「2017 年版観光要覧」沖縄県（2017 年 8 月） 

 

図表 2-5-1-② 観光客一人あたり県内消費額 

 
資料）沖縄県「2017 年版観光要覧」（2016 年 8 月）  

 

図表 2-5-1-③ 勝連城跡とあやはし館の来場者数の推移 

 
資料）うるま市ホームページ「入域者合計-うるま市観光の推移-」より作成 
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2.5.2 観光業の取引構造 

宿泊業は、市外から 5,052 百万円を稼ぐ基盤産業となっているが、サービス提供のための財・

サービスの多くを沖縄県外から提供を受けている。また粗付加価値率が低く、雇用者所得の上昇

に対する貢献は小さい。 

 

図表 2-5-2-① 産業連関表から見たうるま市観光業（宿泊業）の取引構造 

 
資料）うるま市「2011 年うるま市産業連関表」より作成 

 

飲食サービスは、市内最終需要額 8,830 百万円の規模を誇り、市内資金循環の中核をなすと同

時に、市外から 4,196 百万円を稼ぐ基盤産業である。また市内からの調達率も比較的高い。雇用

者所得率は高い一方で、営業余剰率が小さく、企業投資が進みにくい分野である。 

 

図表 2-5-2-② 産業連関表から見たうるま市観光業（飲食サービス）の取引構造 

 
資料）うるま市「2011 年うるま市産業連関表」より作成 

 

うるま市の宿泊施設数は 68 施設、2,215 室であり、沖縄県内の宿泊施設は那覇市が圧倒的に多

い。施設タイプは、ホテルが最も多いが、リゾートを意識したコンドミニアムやペンションも多

い。 
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縄本島宿泊施
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1,773
50,3

ンション 114
1,500
36,0

レーラーハ
ス

2
4,450
14,0

ースホステ
8

1,150
10,4

ッジ 17
816
13,2

タイプ 施設名

ホテル
観光ビジネスホ
平安

ホテル はなりびら

ホテル
ココガーデンリ
オキナワ

ホテル
ホテル浜比嘉
ゾート

ホテル ホテルハーバ
ホテル 春日観光ホテ

ホテル
ＡＪリゾートアイ
ド伊計島

民宿 めい

民宿
ホワイトビーチ
石川

民宿 民宿レキオ

民宿
ゲストハウス　
スタイル

民宿
ゲストハウス赤
家

民宿 ゲストハウス憩

ｺﾝﾄﾞﾐﾅﾑ
トリップショット
ズ・ハマヒガ

ｺﾝﾄﾞﾐﾅﾑ
Ｍｒ．ＫＩＮＪＯ　
川インター

ｺﾝﾄﾞﾐﾅﾑ

かりゆしコンド
ムリゾートうる
レジデンシャル
ソル

ｺﾝﾄﾞﾐﾅﾑ ザ・ホワイトリー
ｺﾝﾄﾞﾐﾅﾑ キャッスルアイ
貸別荘 コートハウスＫ
貸別荘 Ｃａｓａ　Ｇａｒｄｅ
注）平均単価は、じゃらん
資料）じゃらんウェブサイ

施設の県内分

2017 年 8 月）

ま市の施設件

た平均単価

布図および施
単価
ジ

最低平均単価
施設

0~
058

プチホテル　アートボック
（那覇市）

5〜
200

沖縄　ゲストハウス　リト
ジア（那覇市）

0〜
18

もりもりランドＰｌａｙ
牧港（浦添市）

0〜
420

GREEN　HOUSE（浦
市）

3〜
300

ゲストハウス＆ダイビング
シーコロ（⽯垣市）

0〜
000

ＯＫＩＮＡＷＡ茶房
ンションやまご家（本部

0〜
009

パノラマ・オーシャンビュー
テージ（本部町）

0〜
442

Ｃａｂｉｎ　ｈｉｂ
ｓ（那覇市）

〜
279

ＣａｍＣａｍ沖縄（
市）

平均単価
（円）

ホテル
5,033 うるま

16,000 うるま
リゾート

8,380 うるま

嘉島リ
16,014 うるま

ー 4,100 うるま
テル 9,200 うるま
イラン

6,565 うるま

2,100 うるま
チ　イン

3,675 うるま

2,000 うるま
ラフ

2,300 うるま

赤道直
2,580 うるま

憩 2,500 うるま
トヴィラ

5,854 うるま

ｉｎ　石
2,113 うるま

ドミニア
ま

ルデル
5,950 うるま

ーフ 7,833 うるま
イランド 10,000 うるま
Ｋ 4,924 うるま
ｅｎ 27,000 うるま

んにおける平均売出価格
イト

分布状況   

  

件数は少ない

も高くはない

施設別平均単

0
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（室数）

最⾼平均単価
施設

クス オリエンタルヒルズ沖縄
納村）

トルア
ＦＩＲＳＴ　ＳＴＲ
Ｔ　沖縄　読⾕村オー
ズ（読⾕村）

ｉｎ 紺碧　ザ・ヴィラオールス
ト（宮古島市）

浦添 コルディオ　プール＆ヴ
済井出（名護市）

グ スムイデテラスＨ（名護
市）

房＆ペ
部町）

ペンションＳｈｉｎｅ
ｕｅ（恩納村）

ー・コ
ISLAND　MAGIC
SENAGAJIMA　by　
（豊⾒城市）

ｉｓ THE　KITCHEN
HOSTEL　AO（那覇

（那覇 ゲストハウス　沖縄物語
（那覇市）

住所

ま市与那城平安座2421

ま市与那城伊計９０番地

ま市石川伊波501

ま市勝連比嘉202

ま市字平良川９４
ま市字赤道１７９－１

ま市与那城伊計１２８６

ま市石川東恩納１３７４

ま市石川白浜２－３－２

ま市石川２－２６－５

ま市石川２１１１－５

ま市赤道256-3

ま市赤道２５２－２

ま市勝連浜２４７－５

ま市石川東山本町１－３

ま市石川東恩納３８７

ま市石川山城８４１－１
ま市石川２－８－１１
ま市石川東恩納６２６－
ま市石川３１７０番地５０
格
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2.6 企業

2.6.1 企

立地企

年度 163
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立地企

初めて 5

資

 

立地企

54 社とな

 

資

業立地の現況

企業立地の現

企業数は 200

3 社、2014 年

資料）中城湾港開

企業への就業

5,000 人を突

資料）中城湾港開

企業 221 社の

なっており、

資料）中城湾港開

況と課題 

況 

04 年度の 94

年度 176 社、

開発推進協議会

業者数も増加

突破した。 

開発推進協議会

の業種別内訳

製造業が約

開発推進協議会

94 
0

50

100

150

200

250

2004

（社）

1,8

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

200

（人）
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図表 2-6-1

会『中城湾港新

加傾向にあり

図表 2-6-

会『中城湾港新

訳は、製造業

約６割を占め

図表 2-6-

会『中城湾港新
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221 社と年々
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新港地区雇用状

、2016 年度
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企業の内訳
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2012 2014

4,204
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2.6.2 企
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るため、更な

図表

資料）うるま市
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いことが分か

済効果が市内

資料）
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5,338
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0

0

0
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2005 200
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表 2-6-1-④ 

市役所より提供
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06 2007 2

る企業法人の
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誘致、新規設
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1

008 2009

40 

の税額は法人

いる。今後、

設備増設に向

港地区に立地

港新港地区のう

 

を見ると、特

業の取引構造

なっている。

市企業立地に

市産業振興計画

3,286 4,248

11,562

13,512

2010 2011

人市民税、固定

設備の償却

けた取組み

地する企業法

るま市内に立

特に製造業に

造は、市外調
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縄以外の全国

く、企業が立

） 

62

78

5

固定

法人

2015年度）

（年度）

40万円

向にある。

減収が見

 
計） 

国への波

立地して

 

定資産税

人市民税



41 
 

製造業の中でも生産額の大きい鉄鋼業と輸送用機械製造業の取引構造みると、鉄鋼業は、生産

額 7,597 百万円のうち、4,435 百万円は市内から調達しており、市内調達率の高い産業となって

いるほか、移輸出額も大きく、貴重な外貨獲得産業となっている。 

 

図表 2-6-2-② 産業連関表から見たうるま市鉄鋼業の取引構造 

 
資料）うるま市「2011 年うるま市産業連関表」より作成 

 

一方で、輸送用機械製造業も、移輸出額が大きく、外貨獲得の重要な産業となっていることは

同じであるが、原材料の供給を市外に頼っている点が大きく異なっている。 

 

図表 2-6-2-③ 産業連関表から見たうるま市輸送用機械製造業の取引構造 

 
資料）うるま市「2011 年うるま市産業連関表」より作成 

 

サポーティングインダストリーとしての運輸・郵便業は、サービス提供に必要な財・サービス

のうち、2,650 百万円が市内調達であり、残り 8,000 百万円近くを市外から購入している。生み

出された粗付加価値のうち、雇用者所得率は高いが、営業余剰率が低く、投資循環が悪い業種で

ある。 

 

  

市内生産額
(7,597百万円）

移輸出
(5,256百万円）

市内最終需要(81百万円)

中間需要(5,418百万円)

この内訳は、
鉄鋼業：3,815百万円
建築及び補修：744百万円
土木建設：476百万円など

分配

営業余剰
(413百万円）

雇用者所得
(269百万円）

その他
(399百万円）

粗付加価値額
(1,081百万円）

中間投入(4,435百万円）
この内訳は、
鉄鋼業：3,815百万円
電気・ガス・熱供給：288百万円など

移入
(2,071百万円）

需要（販売先）

市外からの輸入
(2,978百万円）

供給（購入元）

24.9%

市外から所得獲得

市外市場産業

のマーケット

38.2%

市内市場産業

のマーケット

輸入
(2,978百万円）

市内生産額
(6,663百万円）

移輸出
(4,275百万円）

市内最終需要(1,128百万円)

中間需要(1,985百万円)

この内訳は、
輸送用機械：1,172百万円

運輸・郵便：240百万円
公務：295百万円
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市外からの輸入
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供給（購入元）

24.8%

市外から所得獲得

市外市場産業

のマーケット

39.7 %

市内市場産業

のマーケット

輸入

(725百万円）
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2.7 土地利用・法規制 

2.7.1 土地利用現況 

市の大部分は農地にな

っており、内容としては

ほとんど畑地である。住

宅用地は主要道路沿いに

分布している状況である。

工業用地は石川地区、中

城湾港地区、平安座地区

などの沿岸部に集積して

おり、市街地との住み分

けが行われている状況で

ある。防衛用地やゴルフ

場が市の中心部に分布し

ており、市を南北に分け

る形になっている。 

 

 

 

 

2.7.2 交通条件 

沖縄本島を縦断する形で高速道路お

よび国道が通っているため、市の北西

部が交通条件の良い立地となっている。 

バス路線が通っていない地区も多く、

自動車による交通が主な動線となって

いる。 

企業立地の上では高速道路や国道か

ら離れている市内各所へつながる幹線

道路を整備し、交通アクセスを向上さ

せる必要がある。 

 

  

図表 2-7-1 土地利用図 

 
資料）うるま市提供資料より作成 

図表 2-7-2 交通条件図（高速 IC５㎞圏内、国道３㎞圏内） 

 
資料）国土数値情報より作成 
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2.7.3 傾斜度 

島しょ部の海岸地区、与勝地域西

側海岸などはかなり傾斜があり、平

面的な開発は難しい状況である。ま

た、石川地区においてもかなり傾斜

度の高い地区が多い。 

宅地造成については傾斜度が高

くなるにつれ造成費の割合も高く

なり、また森林等に関しては伐採・

抜根の費用も加算されることにな

るため、開発については傾斜度の低

い土地を選定することが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

2.7.4 人口密度 

各地域中心部および、沖縄市をつ

なぐ県道 75 号線周辺に人口が集中

している。 

海と山が迫り、面的な広がりの持

ちにくい石川地区は沿岸部の国道

329 号線沿いに居住地が広がる。市

中心部は区画が整理されていること

もあり、面的な広がりを見せている。 

また、人口が最も集中しているの

は沖縄市の圏域との重なりもみせて

いる赤道地区となっている。 

 

 

  

図表 2-7-3 傾斜度（250m メッシュ） 

 

資料）基盤地図情報数値標高モデルより作成 

図表 2-7-4 人口密度（250m メッシュ） 

 
資料）2015 年国勢調査５次メッシュデータより作成 
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2.7.5 事業所分布 

石川、安慶名中心部に事業所

が集中して分布している。 

最も集積しているのは赤道地

区であり、人口集中の中心であ

るとともに、高速道路や沖縄市

からの交通アクセスの利便性か

らも事業所の立地が進んでいる

状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.7.6 従業者数分布 500m メッシュ 

事業所と同様の傾向が見られる

が、それに加えて中城湾港地区に多

く分布しており、この地区について

は１社あたりの従業者数が多いこ

とが伺える。 

これら従業者の居住環境につい

ても検討が必要である。 

 

  

図表 2-7-5 事業所分布（500m メッシュ） 

 
資料）2014 年経済センサス基礎調査４次メッシュデータより作成 

図表 2-7-6 従業者数分布（500m メッシュ） 

 

資料）2014 年経済センサス基礎調査４次メッシュデータより作成 
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2.7.7 事業受益地分布図 

農林業が主産業となる当市では

かなりの面積で基盤整備が行われ

ている。 

与勝地域および島しょ部では広

範囲に基盤整備事業が行われてお

り、農業関連の活性化策を目指す必

要がある。 

石川地区においてもかなりの面

積が基盤整備されているが、市街地

にも近接しており、適度な住み分け

が求められることとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

2.7.8 土地所有関係図 

石川地区西部に広範な公有地が存

在しており、主にゴルフ場等に利用さ

れている。 

その他、市内各所に点在している状

況である。 

これらの公有地については利用状

況、活用状況を精査し、周辺の状況と

併せて有効な利活用が求められる。 

 

  

図表 2-7-7 事業受益地分布図 

 
資料）うるま市提供資料より作成 

図表 2-7-8 土地所有関係図 

 
資料）うるま市提供資料より作成 
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2.7.9 災害危険区域 

金武湾の内部に入り込む石川地域、

具志川地域では津波の心配はあまりな

いといえるが、それらを受け止めるの

が島しょ部であり、各島の東部、また

埋立地である平宮地区などが津波の警

戒区域となっている。 

一方、内陸では急傾斜区域も多く、

具志川地域北部で天願川浸水想定区域

が、南部に土砂災害警戒区域が分布し

ているため、開発の際には留意が必要

である。 

 

 

 

 

 

 

 

2.7.10 土地利用規制（農振農用地域・都市計画用途地域） 

旧都市計画区域における指定として

旧具志川市、石川市、与那城町、勝連町

の中心部に用途地域が設定されている。 

その他の地域は、農用地および農業振

興地域となっており、市域の大部分を占

めている。 

 

 

 

 

 

 

  

図表 2-7-9 災害危険区域分布図 

資料）国土数値情報より作成 

図表 2-7-10 土地利用規制図（農振農用地域・都市計画用途地域）

資料）うるま市提供資料より作成
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2.7.11 土地利用規制図（都市計画特定用途地域） 

うるま市は全域が沖縄県の中部広域都市計画

における都市計画区域内の非線引き区域に該当

している。 

旧都市計画区域外であっても、全域で特定用

途地域が指定されており、用途地域に準じた規

制が設定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.7.12 土地利用規制図（工場等立地可能性） 

用途地域指定及び特定用途地域指定による

工場の制限は以下のようになっており、環境に

影響を及ぼす工業用地としての利用は石川地

区及び新港地区に限られている。 

その他の地域では環境への影響が少ない、あ

るいは非常に少ない工場のみが立地可能であ

る。 

 

 

図表 2-7-12 土地利用規制図（工場棟立地可能性）

資料）うるま市提供資料より作成 

 

図 2-7-11 土地利用規制図（都市計画特定用途地域） 

 
資料）うるま市提供資料より作成 



 

2.7.13 地

うるま

 

番号 

1 石

2 石

3 安

4 下

資料）う

地区計画 

ま市の都市計

地区 

石川西地区 

石川南地区 

安慶名地区 

下原地区 

るま市資料よ

計画において

� 「ゆとり

地区画

� 快適で

� マスター

び隣接

� 優れた

業の中

� ・石川地

住空間

� 幹線道

利用を

� 沖縄石

するため

� 区画道

� できる空

� マスター

� 北側に

� ・幹線道

地の集

り作成 

ては市内４か

図表 2-7

りと緑にあふれ、

画整理事業に沿

で利便性の高い

ープランにおい

接する県道石川

立地環境の活

中核施設の展開

地区全体の集客

間が共存できる地

道路は、歩行者優

図るとともに、豊

石川線沿道は、連

め、歩道には車

道路は、緑のネッ

空間形成に配慮

ープランにおい

には優良農地、南

道路沿道におけ

集落の住環境や
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か所で地区計

7-13 地区計

整備

、みんなが住み

沿ったまちづくり

良好な市街地

いて交通結節点

池原線沿道地

活用と、既存の商

開。 

客力の向上、地

地区の実現。

優先のまちづく

豊かな緑のネッ

連続性のある賑

車の乗り入れは

ットワーク形成

慮。 

いては、商業系土

南側には開発傾

ける都市的土地

や優良農地に配

 

計画が定められ

計画の内容 

備方針 

みたくなるような

の推進。 

環境を形成・維

と位置付けられ

区が対象。 

商業環境との相

地域全体の活性

くり・みちづくりを

ットワーク形成に

賑わいの空間づ

は行わないもの

に資するととも

土地利用の位置

傾向が続く国際

地利用を維持・保

配慮する。 

 

れている。 

なまちづくり」をテ

維持。 

れている旧石川

相互補完を目指

性化を図るととも

を基本とし、道路

に資する街路樹

づくり及び自動車

とする。 

に、安全に歩行

置付け。 

際物流拠点産業

保全及び誘導を

テーマとした土

川浄水場跡地及

指した、新たな商

もに商業地と居

路空間の柔軟な

樹を整備。 

車交通を円滑に

行 

業地域が立地。

をしつつ、後背

 

及

商

居

な

に

 



 

2.7.14 騒

平成 2

で測定が

音の大

の基準で

検討の対

うるま

では南風

 

 

番

2

3

4

5

6

資料

騒音実態 

23 年及び平

が行われてい

大きさ，発生

である WECPN

対象とされる

ま市は普天間

風原地区にお

番号 地区

1 みどり町

2 勝連平安

3 仲嶺 

4 具志川 

5 勝連平敷

6 勝連南風

料）沖縄県「米

成 24 年に実

いる。 

生頻度，日中

NL 値は 70 を

る。 

間飛行場の滑

おいて平成 2

図

図表

区 

町 うるま

安名 うるま

うるま

具志川

敷屋 平敷屋

風原 与勝中

米軍基地航空機

実施された米

中，夜間など

を超過すると

滑走路の延長

3年度の夏期

図表 2-7-14-①

2-7-14-② 

地点名 

ま市役所 

ま市役所勝連庁

ま市民芸術劇場

川市史編さん室

屋自治会公民館

中学校 

機騒音実態調査
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米軍基地航空

どの時間帯ご

住宅防音工

長上にあるた

期に 68 が測

① 騒音実態

WECPNL（うる

平

夏

6

庁舎 5

場 5

室 5

館 6

6

査測定結果報告

空機騒音実態

ごとの発生量

工事等の対象

ため、航空機

定されてい

態調査測定地

るささ指数）の

W

平成 23 年度

夏期 秋季

64 65

59 56

56 60

59 59

60 57

68 63

告 平成 25 年

態調査におい

などを考慮

とみなされ、

騒音の影響

る。 

地点 

の結果 

WECPNL 

平成 2

夏期 

62 

56 

59 

54 

57 

63 

6 月」より作成

て、市内で

した騒音の

、65 を越え

を受けてお

 

24 年度 

秋季 

63 

56 

57 

56 

55 

58 

成 

は６か所

うるささ

るとその

り、市内
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2.7.15 農業基盤整備の可能性 

 農業基盤整備の可能性について

検討するため、基盤整備の状況、傾

斜度、耕作放棄の状況について重ね

合わせたのが下図である。 

 市内では各地で農業基盤整備が

実施されているが、整備地区にあっ

ても耕作放棄地が広がっているの

が現状である。まずは耕作放棄地の

解消を進めていくことが求められ

る。また農業の振興としては、産品

の六次化や観光化にも重点を置い

た活性化が有効と考えられるため、

観光ルートとの連携も重要である。 

 

 

2.7.16 畜産振興と市街地拡大 

下図は養豚農家の立地状況と人

口とを重ね合わせたものである。畜

産は市の主要産業であるが、市街地

の拡大に伴って悪臭などの要因か

ら畜産地区と居住区域との近接が

問題となっている。 

全国的には畜産農家１戸あたり

の飼養頭数は増加している状況で

あり、今後も生産量の拡大が見込ま

れるものの、飼育生産費のうち６割

を占めると言われる飼料費の高騰、

悪臭対策への設備投資等がこれを

妨げている。 

一方近年、食品ロスについて大きな問題となりつつあるため、これらを解決する手段として、

食品残渣を有効活用した飼料であるエコフィードが注目されている。また、家畜の排せつ物につ

いてはバイオマス施設等の整備が進んでいる状況である。 

そのため、市内において今後畜産業の拡大を促すためには、臭気を低減する施設の整備や移転集

約、またその周辺に関連施設（エコフィード、エネルギー活用）を整備していくことが求められ

る。 

  

図表 2-7-15 農業基盤整備の可能性 

 
資料）うるま市提供資料・国土数値情報をもとに作成 

図表 2-7-16 畜産経営体数の分布と人口密度 

 
資料）2015 年農林業センサス、2015 年国勢調査５次メッシュデータ

をもとに作成 



 

2.7.17 市

県道 7

度利用の

地域にな

り高くな

た、安慶

や貸しコ

の土地が

また安

実施箇所

道空間を

施設の立

立地が進

ング等も

ットには

このよ

ないこと

討すると

には安全

場との連

 

 

2.7.18 水

もずく

量の 99

そのうち

ている。

に生産者

大してい

社・組合

への輸出

ており、

掛かる流

盤整備が

 

 

 

 

市街地エリア

75 号線沿線

の誘導を想定

なっているが

なく低利用と

慶名地区にお

コンテナスペ

が存在する。

安慶名土地区

所においては

を確保する等

立地を想定し

進んでおらず

も少ないため

はなっていな

ような地域で

とが多く、イ

とともに、街

全で快適な回

連携を進めて

水産業ともず

く養殖は、全

％を沖縄県

ち、半数をう

近年では、

者も増え、生

いる。既に中

合が存在する

出拡大を検討

現地に届く

流通問題の解

が必要である

の非効率な利

においては、

定している用

が、容積率があ

となっている

おいては、空

ペース等低利

 

区画整理事業

は幅員の広い

等、回遊型の商

しているが、そ

ず、コインパー

め、立ち寄るス

ない。 

では、人を引

イベントが実

街歩きを楽し

回遊動線を創

ていくことが

く産業 

国のもずく生

で生産してお

るま市で生産

勝連地域を

産量が順調に

中核的な加工

る中、中国・台

討する企業も

くまで 10 日以

解決に向けた

る。 

 

利用 

、高

用途

あま

る。ま

き地

利用

業の

い歩

商業

その

ーキ

スポ

引き付けるス

実施できる公

しむ通りや立

創出し、快適

が求められる

生産

おり、

産し

中心

に拡

工会

台湾

も出

以上

た基

資料
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スポット、心

公園や公開空

立寄施設の断

適な歩道・自

る。 

図表

資料）九州経

ービカ

料）九州経済調

カルネット

地よい居場所

空地等ポケッ

断続的な配置

転車環境の整

2-7-17 市街

経済調査協会・

カルネット作成

図表 2-

調査協会・三菱

ト作成 

所といった空

トパークとし

を進めていく

整備、サイン

街地エリアの

・三菱地所リア

成 

-7-18 もずく

菱地所リアルエ

空間利用がで

しての利用な

く必要がある

ン計画、バス

の非効率な利

アルエステー

く産業 

 

エステートサー

できてい

などを検

る。さら

ス・駐車

用 

トサービス・ア

ービス・アービ

ア

ビ
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2.7.19 産業振興拠点 

うるま市内には、製造業や物流、観光、物産、ＩＴ関連など様々な産業振興のための拠点があ

り、市北部の石川地区周辺、安慶名地区周辺、港湾地区など、いくつかのゾーンに分かれて立地

していることがわかる。 

 

図表 2-7-19 産業振興拠点 

 
資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成 

 

  



 

①沖縄県

うるま

産業振興

は沖縄県

研究セン

実してお

県外に出

を所有し

 

 

資

 

県のバイオ産

ま市はバイオ

興センター、

県のバイオ産

ンター」はベ

おり、日々最

出ていく企業

しているが、

資

資料）沖縄ライ

http://

安

備

封

実

産業拠点となっ

オ産業関連の

沖縄健康バ

産業振興拠点

ベンチャー企

最先端の研究

業も少なくな

同様に商用

資料）沖縄ライ

http://w

イフサイエン

/www.bs-capit

 

安全キャビネ

備されており、

封じ込め P2

実験室となって

っているうるま

の研究施設で

バイオテクノ

点として位置

企業の集積地

究が行われて

ない。沖縄健

用利用できる

図表 2-7-

イフサイエンス

www.bs-capita

入

ス研究センター

tal.co.jp/ok

ットも配

、物理的

レベルの

ている。 
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ま市 

である沖縄ラ

ノロジー研究

置づけられて

地として多く

いる。一方で

健康バイオテ

る施設がない

-19-① 当施

ス研究センター

al.co.jp/oki

入居企業一覧

ー 

inawa_lsrc/h

イフサイエ

究開発センタ

ている。その

の企業が入

で、研究後の

テクノロジー

。 

施設実験室

ー 

nawa_lsrc/ht

覧 

tml/RentalLa

ンス研究セ

ーの立地が

中でも「沖縄

居している。

の実証、実験

研究開発セ

ml/RentalLab

b/ 

ンター、沖縄

あり、特に州

縄ライフサイ

。同施設は設

を行う施設

ンターなど

 

b/ 

縄バイオ

州崎地区

イエンス

設備が充

がなく、

は実証棟

 



 

②県内職

うるま

し、同市

らも以下

� 浦添

� 上記

でも

� 浦添

望す

 

資料）沖縄

htt

 

職業訓練校 

ま市には「具

市内での雇用

下のような意

添職業訓練開

記の性質上、

も板金や溶接

添職業能力開

する卒業生が

縄県商工労働

tps://www.pr

具志川職業訓

用にはつなが

意見が挙がっ

開発学校のカ

具志川職業

接などの工業

開発学校へ卒

が少ないとの

図表 2

部 「職業能

ef.okinawa.j

 

訓練校」が立

がっていない

っている。 

カリキュラム

業能力開発学

業分野の拡充

卒業生を受け

の回答を受け

2-7-19-② 職

力開発学校入

p/site/shoko
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立地し、毎年

いケースも多

ムの方が工業

学校では工業

充をはかって

け入れたいと

けた。 

職業能力開発

入学案内」 

/shokuno-gsk

年多くの人材

多く、新港地

業系に特化し

業系人材が少

もらいたい。

相談した際

発学校カリキ

kw/bosyu/kunr

を県内外に輩

区ヒアリン

ている。 

ない。具志川

。 

に、距離的な

キュラム 

ensei/2019ny

輩出してい

グ時に企業担

川職業能力開

な問題から同

 

 

yuukoannai.ht

る。しか

担当者か

開発学校

同市を希

tml 



 

③農業生

中核的

 

 

④IT 企業

舞天館

沖縄県

縄ＩＴ津

以下の

 

 

大規模情

に特化し

な情報企

化と雇用

ま市ＩＴ

も開設し

 

 

生産法人の市

的存在として

資料）

業支援関連施

館、いちゅい具

県が国内外の

津梁パークを

の３つを基本

情報通信産業

した情報産業

企業の創出を

用拡大に寄与

Ｔ事業支援セ

している。 

市内分布状況

て期待される

図表 2

）「Google マッ

施設（沖縄 IT

具志川じんぶん

の情報通信関

を開設してい

本理念に掲げ

図表

資料）沖

h

業の誘致を図

業の育成と企

を図ることに

与することを

センター、舞

 

況 

る意欲ある農

2-7-19-③ 農

 
ップ」より作成

T 津梁パーク

ん館） 

関連産業の一

いる。「津梁」

げ、8,000 人の

表 2-7-19-④

沖縄 IT 津梁パ

http://www.it

図るとともに

企業家によ

により、地域

を目的として

舞天館、じんぶ
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農業生産法人

農業生産法人

成 

ク、うるま市 IT
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⑦観光スポット図（トリップアドバイザー上位 30 位） 

人気の観光地は島しょ部に集積している状況である。美しい海の景観や絶景、ビーチ、沖縄創

世神話の遺跡などが特に好まれている。 

 

図表 2-7-19-⑦ 観光スポット図（トリップアドバイザー上位 30 位） 

 

 

資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成 
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2.8 土地利用に関する課題 

 うるま市の産業基盤整備において、各施策分野別・地域別の土地利用や拠点利用に関する課題

は、下記の通りである。 

 

図表 2-8 土地利用に関する課題 

 
資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成 

  

地域 課題 内容

商業系用途地域の低利用
複合中心拠点に位置づけれられている本ゾーンの商業系用途地域に
おいて、容積率が低くと高度利用がなされていない。
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石川市街地の中心的な都市機能であった旧石川庁舎が統合された
中、現在、跡地利用がなされておらず、にぎわいの創出が必要となっ
ている。

耕作放棄地
土地改良事業や開墾等で比較的に基盤整備の進んだ地域であり、耕
作放棄地の割合も比較的低い状況であるが、優良農地の点在してお
り、効率が悪い

畜舎の点在
他の地区に比べて畜産の盛んな地区であるが、畜舎が点在しており、
悪臭問題などが顕在化

土地の低利用

県道75号線沿線においては、高度利用の誘導を想定している用

途地域になっているが、容積率があまり高くなく低利用となってい
る。また、安慶名地区においては、空き地や貸しコンテナスペース
等低利用の土地が存在する。

土地の低利用
安慶名区画整理事業の実施箇所においては幅員の広い歩道空
間を確保する等、回遊型の商業施設の立地を想定しているが、そ
の立地が進んでいない。

中城湾港新港地区の分譲可能
用地の減少

中城湾港新港地区工業団地について、近年の企業進出の増加から
分譲可能用地が約８haと残りわずかとなったため、国際物流拠点産業
のみならず、その産業を下支えする素形材産業や物流産業等の立地
が困難となり、集積性の向上がこれ以上見込まれなくなっている。ま
た、分譲可能用地の減少により、当該団地に進出できなかった企業
が周辺に立地する事例もあり、住工混在の発生する可能性が生じて
いる。

市内波及効果のさらなる向上

中城湾港新港地区については、部材調達の市内割合の低さ（生産活
動面）、宿泊・飲食等利便施設利用の市内割合の低さ（経済活動
面）、従業者居住の市内割合の低さ（生活環境面）、市内事業者物流
の本地区の利用割合の低さ（港湾物流面）、本地区寄港のクルーズ客
の目的地の市内割合の低さ（港湾人流面）と市内波及効果のさらなる
向上が課題となっている。

県道85～33号線沿線の商業
施設立地可能用地の減少

県道85～33号線沿線においては、開発行為申請及び建築確認申請
段階の立地予定案件を含めると、今後商業施設が立地可能な用地が
残りわずかとなっている

農業利用地の住農混在と低利
用

前原、高江洲、豊原地区については沿線に都市化が進み、都市的利
用と自然的利用との混在が進んでいる。また、仲嶺地区については自
然的利用が保全されている一方、多くの農地が休耕地、原野化農地と
なっている。

日帰観光の多さ
世界遺産である勝連城跡からの滞在、回遊性が低く、あやはし館など
に立ち寄った後は、他市の観光地へ行ってしまう。

優良農地の転用・低利用
市内でも有数の優良農地エリアでありながら、農地以外の土地利用
が徐々に増加しつつある

人口減少
島しょ部では既に人口減少に転じており、2055年には2,000人を切る
見通しであり、既に６校が閉校するなど、跡地活用問題に直面してい
る

観光客の回遊性の低さ あやはし館から、島しょ部へと観光客が回遊が少ない

農産物の高付加価値化
津堅島では、島にんじんなどの島由来農産物の生産が行われている
が、生産性が低く、付加価値も低い

農振エリアの低利用
農業振興地域に指定されていながら、崖地であるなどの条件不利の
ために、活用が見込まれない土地が存在する

遊休地の可能性
平安座島の工業専用地域は、今後、事業者意向により、遊休地化す
る可能性がある
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63 

業法人税額及

法人市民税）

の税額は、法

増加している

みなどが課題

港地区に立地す

（※中城湾港新

からの特別徴

ている。 

立地する企業

※中城湾港新港

0,388 49,425 4

平成21 平成22 平

及び特別徴収

 

法人市民税、

。今後、課

題である。 

する企業法人

新港地区のうる

徴収税額は増

業法人からの

港地区のうる

9,718

60,915
6

平成23 平成24 平

収税額の推移

固定資産税

税免除期間

人の税額の推

るま市内に立地

加傾向であ

特別徴収税額

ま市内に立地企

66,219

74,991

8

平成25 平成26

移 

ともに増加傾

を終える企業

推移 

 
地企業合計） 

る。立地企業

額の推移 

 
企業合計） 

88,149

平成27 （年度）

傾向にあ

業も出て

業数の増



64 
 

3.5 中城湾港新港地区の立地企業の産業インフラ等に対する要望 

 中城湾港新港地区の立地企業へヒアリング調査を実施した。ヒアリング対象先からの産業イン

フラ等に対する要望は、下記の通りである。 

■ 実 施 日 ：平成 31 年１月８日 ～ １月９日 

■ 訪 問 企 業 ：沖縄東京計装株式会社、株式会社ぐしけん、タイガー産業株式会社、株式

会社ディノス・セシールコミュニケーションズ、バイオ・サイト・キャピ

タル株式会社 

 

図表 3-5 中城湾港新港地区立地企業の産業インフラ等に対する要望 
 要望 

規制 

� 緑地規制が緩和されるなら、倉庫や駐車場として利用したい。駐車場、資材置き場、倉庫などが足りておらず、既

存の緑地を資材置き場とする、他企業の余剰地や倉庫を賃貸するなど、用地不足に悩む企業は数多く存在する。 

� 緑地の維持管理が費用負担、人材の確保が大変である。 

� 風向きによっては養豚場の臭いが気になることもある。 

� 周辺の会社から大きな音がすることがある。 

用地 � 拡大を検討する場合も、近くに用地がない。 

港湾 

� 中城湾港の航路数が少なく、貿易企業はほとんどが那覇市を拠点としている。 

� 港が近いことがメリットではあるが、海が時化ると船が港に入らないため、抜港が多い。使い勝手が悪く、利用して

いない。 

� 中城湾港が利用できれば陸送運賃が削減でき、大きな経費削減につながる。 

交通 

� 路肩や空き地の雑草が生い茂っており、視認性がかなり悪い。美観も損ねている。 

� バス路線を拡大してほしい。中部地域（うるま市、沖縄市）をまわり、新港地区内に乗り入れてもらえるとありがた

い。難しいようであれば、東陽バスの路線をもう少し伸ばして対応してもらいたい。コミュニティバスでもよいのであっ

てほしい。 

� 渋滞がひどく、運搬や輸送などの業務に支障をきたしている。 

� 渋滞がひどく、出社時や退社時に団地を出るまでにかなりの時間がかかる。 

� 県道から入ってくる際の右折レーンの信号が短く、渋滞が発生する。 

� 点滅信号を通常の信号に変えてほしい。ルールを守らず、停車しない車が多く、事故も頻発。 

住環境 
� 市営住宅を近くに作ってほしい。母子家庭、シングルマザーが多く、新港地区の近くに出来ると市民にとっても企業

にとっても効果は大きいのではないか。 

周辺環

境 

� 保育所が少ない。もっと遅い時間まで保育所を運営してほしい。働きたくても保育所の迎えの時間に帰らなければ

ならず、働きたい人にとっては不便。 

� 保育士が不足しており、定員まで預かることが出来ない施設もある。潜在保育士は多く存在しているため、保育士

の養成、雇用創出が最も必要。 

� 草が伸び放題でありグラウンドや運動公園が整備されていない。 

� 宿泊施設がなく、ほとんどの来訪者は沖縄市に宿泊している。 

� 土曜日に利用できる大きな会議室（150 名程度収容）が近くにほしい。 

� 居酒屋が近くにない。沖縄市まで行って宴席を開催している。 

その他 

� 各社個別契約のため電気代が高い。 

� ハローワークでは人が集まらない。そのため派遣会社に依頼するが、派遣会社からの紹介の場合は手数料がとら

れるので人件費が大幅にあがる。 

� 工業技術センターの機械設備を更に充実させてほしい。 

� 慢性的な人材不足であり、雇用面での対策を充実させてほしい。 

� 具志川職業訓練校の板金や溶接などの工業分野の拡充してほしい。 

� 補助金の手続きが煩雑であり、簡素化してほしい。 

� 補助金や助成金なども期間が短く、先が見通せない。短期的なものではなく、長期的なビジョンを見せないと企業

は計画を立てることが難しく、拡大出来ない。 

� 法人税の減税はかなりのメリットを感じるが、減税の期間が終了した際に事業者が留まるだけのメリットがあるか。

大型の設備を導入している事業者は長い期間止まる可能性が高いが、大型の設備を要しない業種の意向を確認

する必要がある。 

� 補助金についても同様で誘致した当初は様々な選択肢があったが、時間が経過するにつれて選択肢が少なくなる

ように感じ、不利な側面が見えてくる。 

資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成  
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第４章 産業集積基礎調査 

4.1 産業集積地の需要把握 

4.1.1 企業サウンディング結果 

■ ターゲット ：製造業、物流業、宿泊施設等 

■ 詳   細 ：別紙参照 

 

4.1.2 アンケート実施概要 

①製造業向けアンケート 

■ 発 送 数 ： 1,500 社 

■ 返 信 数 ： 58 社 

■ 回 答 率 ： 3.9％ 

■ 発 送 日 ： 2018 年 11 月 16 日 

■ 締 切 日 ： 2018 年 12 月７日 

■ 発 送 先 ： 製造業、農業、リネン業を営む事業者の中から資本金降順 

 

②物流業向けアンケート 

■ 発 送 数 ： 550 社 

■ 返 信 数 ： 47 社 

■ 回 答 率 ： 8.5％ 

■ 発 送 日 ： 2018 年 11 月 16 日 

■ 締 切 日 ： 2018 年 12 月７日 

■ 発 送 先 ： 運送業、海運業、倉庫業、鉄道業、卸売業を営む事業者の中から資本金降順 

 

③宿泊業向けアンケート 

■ 発 送 数 ： 450 社 

■ 返 信 数 ： 50 社 

■ 回 答 率 ： 11.1％ 

■ 発 送 日 ： 2018 年 11 月 16 日 

■ 締 切 日 ： 2018 年 12 月７日 

■ 発 送 先 ： 宿泊業を営む事業者の中から資本金降順 
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4.1.3 製造業向けアンケート 

アンケート結果概要 

� 新規拠点、事業拡大等で事業所の新規開設や移転を検討している企業は 14 社（25％）。その

中で５年以内に事業所設置を予定している企業が５社存在。 

� 事業用地として必要とする面積は「10,000～100,000 坪」が 38.5％と最も多く、次いで「3,000

～5,000 坪」が 15.4％、「1,000～3,000 坪」が 7.7％となっている。大規模の事業所だけで

なく、中規模の事業所ニーズも存在。 

� 事業用地の購入価格としては「20,000～40,000 円」程度を希望。 

� 沖縄県またはうるま市を「立地先の候補」として検討している企業はなかったものの、「現

段階ではわからない」としている企業は２社存在。 

� 企業が事業所を立地する際に重視している点は「用地の価格」、「人材・労働力の確保」が

最も高く、次いで「道路インフラの整備状況」、「用地の面積」、「従業員の通勤・住居確

保」の順となっている。行政への要望は、「補助金・優遇税制等の充実」、「インフラ整備

の充実（道路、上水道、下水道、工業用水道等」が最も多い。 

 

①新規事業所開設意向（設置予定地域・場所は問わない） 

新規拠点、事業拡大にむけた新

設・移転を予定、検討している企業

は 14 社（25.0％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②拡張・新設を検討している製造・生産品目 

製造・生産品目は「輸送機械・器具

（車両・タイヤ等）」が 42.9％と最も

多く、次いで「電気機械・器具（精密

機器・医療機器）」となっている。 

 

 

 

  

図表 4-1-3-① 事業所設置についての意向 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

新規拠点にむけ

た新設を予定、

検討している

5.4%

新規拠点にむけ

た移転を予定、

検討している

1.8%

事業拡大にむけ

た新設を予定、

検討している

3.6%

事業拡大にむけ

た移転を予定、

検討している

1.8%

当面はないが、

事業拡大のため

の新設に関心が

ある

8.9%

当面はないが、

新規拠点地を検

討しているた

め、移転に関心

がある 3.6%

予定（検討）して

いない 75.0%

N=56

図表 4-1-3-② 新設事業所での製造・生産品目 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

農水産品（農

業、養殖等）

7.1%

食料品・飲料

7.1%

衣服・繊維製品

0.0%

木材・木製品

0.0%

事務用品・家具

0.0%

紙・紙加工品

0.0%

石油・石炭製品

0.0%

プラスチック製

品 0.0%

ゴム製品 0.0%

皮製品 0.0%

窯業・土石製品

0.0%

鉄鋼・非鉄金属

7.1%

金属製品 0.0%

汎用機械・器具

0.0%

輸送機械・器具

（車両、タイヤ

等） 42.9%

生産用機械・器

具 0.0%

業務用機械・器

具 0.0%

電気部品・電子

部品 7.1%

電気機械・器具

（精密機器・医

療機器） 14.3%

情報通信機械・

器具 0.0%

医薬品等 7.1%

その他 7.1%

N=14
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③設置予定時期 

設置を予定している時期について

は「３～５年以内」、「既に立地が決定

している」が同数で 21.4％と最も多

く、次いで「２～３年以内」の 14.3％

となっている。５年以内に設置を検討

している企業は回答者全体の 35.7％

であった。 

 

 

④用地の必要面積 

事業用地として必要とする面積は

「10,000～100,000 坪」が 38.5％と最

も多く、次いで「3,000～5,000 坪」

が 15.4％、「1,000～3,000 坪」が 7.7％

であった。 

大規模の事業所だけでなく、中規模の

事業所ニーズも存在する。 

 

 

 

 

 

⑤建物の予定階数 

建物の高さは「２階」が最も多く

45.5％であった。３階以下とした回答

が９割以上を占めており、低層の事業

所を建設したいとする企業が多いこ

とが分かった。 

 

 

 

⑥用地の希望価格 

事業用地の購入価格は「20,000～40,000 円」程度を希望する企業があった。 

 

図表 4-1-3-⑥ 用地の希望価格 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」 

貴社名 事業所の拡張・新設を検討されている製造・生産品目 用地希望価格（円/坪）

A社 電気機械・器具（精密機器・医療機器） 40,000

B社 輸送機械・器具（車両、タイヤ等） 20,000-30,000

C社 輸送機械・器具（車両、タイヤ等） 50,000-100,000

図表 4-1-3-③ 設置予定の時期について 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

１年以内

0.0%

２～３年以内

14.3%

３～５年以内

21.4%

未定

42.9%

既に立地が決定

している

21.4%

その他 0.0%

N=14

図表 4-1-3-④ 事業用地として必要な面積 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

1～1,000坪

0.0%
1,000～3,000坪

7.7%

3,000～5,000坪

15.4%

5,000～10,000坪

0.0%

10,000～100,000

坪

38.5%

100,000坪以上

0.0%

現段階ではわから

ない

38.5%

N=13

図表 4-1-3-⑤ 想定している事業所の階数 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

１階

27.3%

２階

45.5%

３階

18.2%

４階 0.0%

５階 0.0%

６階 0.0% ７階以上

9.1%

N=11
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⑦想定している事業所の機能 

事業所の機能としては「製造」が 78.6％と最も多く、次いで「研究開発」となった。 

 

図表 4-1-3-⑦ 想定している事業所の機能 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」 

 

 

⑧沖縄県への進出意向 

沖縄県を「立地先の候補」

として検討している企業はな

かったものの、「現段階ではわ

からない」としている企業は

２社存在する。 

 

 

 

 

 

⑨うるま市への進出意向 

うるま市を「立地先の候補」

として検討している企業はな

かったものの、「現段階ではわ

からない」としている企業は

２社存在する。 

 

 

  

78.6 
0.0 

14.3 
21.4 

0.0 
14.3 

製造

営業

設計

研究開発

経理、総務等の間接部門

その他

0 20 40 60 80 100

N=14

（％）

図表 4-1-3-⑧ 沖縄県に進出する可能性 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

ある 0.0%

ない

85.7%

現段階ではわか

らない

14.3%

N=14

図表 4-1-3-⑨ うるま市に進出する可能性 

 

資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

ある 0.0%

ない

85.7%

現段階ではわか

らない

14.3%

N=14
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⑩事業所等立地の際に重視する点 

企業が事業所を立地する際に重視

している点は「用地の価格」、「人材・

労働力の確保」が最も高く、次いで「道

路インフラの整備状況」、「用地の面

積」、「従業員の通勤・住居確保」の順

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪行政への要望 

行政への要望としては、「補助金・

優遇税制等の充実」、「インフラ整備の

充実（道路、上水道、下水道、工業用

水道等」が最も多くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑫沖縄科学技術大学院大学（OIST）な

ど、県内学術研究機関との連携意向 

県内学術研究機関との連携に関心

のある企業は 7.1％であった。 

  

図表 4-1-3-⑩ 事業所等を立地する際に重視する点 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

38.2 
36.4 

21.8 
18.2 

9.1 
56.4 

41.8 
21.8 

56.4 
9.1 

45.5 
25.5 

41.8 
1.8 

29.1 
5.5 

顧客への近接性

調達先からの近接性

本社からの近接性

港湾への近接性

空港への近接性

用地の価格

用地の面積

用地利用の制約条件

人材・労働力の確保

24時間操業等の時間制約

道路インフラの整備状況

災害等のリスク分散

従業員の通勤・住居確保

学術研究機関の充実・近接性

充実した行政支援

その他

0 20 40 60

N=55

複数回答

（％）

図表 4-1-3-⑪ 行政への要望 

資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

53.8 
19.2 

28.8 
1.9 

補助金・優遇税制等の充実

インフラ整備の充実（道路、上水道、下水道、

工業用水道等）

行政の手続きの簡便化・迅速化（各種手続きの

円滑化、迅速な相談対応等）

用地の情報提供・紹介・仲介等の充実（工業用

地情報、適地紹介、民有地仲介等）

人材斡旋・育成支援の充実（従業員教育支援、

採用活動支援、技術者の紹介等）

その他

0 20 40 60

N=52

図表 4-1-3-⑫ 県内学術研究機関との連携について関心がある企業 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

ある

7.1%

関心はない

92.9%

N=56
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4.1.4 物流業向けアンケート 

アンケート結果概要 

� 新規拠点、事業拡大等で事業所の新規開設や移転を検討している企業は 11 社（23.4％）。そ

の中で５年以内に事業所設置を予定している企業が６社存在。 

� 事業用地として必要とする面積は「3,000～5,000 坪」 が 27.3％と最も多く、次いで「1～1,000

坪」と「5,000～10,000 坪」が 18.2％、「1,000～3,000 坪」と「10,000～100,000 坪」が 9.1％

となっている。物流業に関しては大小問わず、ニーズが存在。 

� 事業用地の購入価格としては「30,000 円」程度を希望。 

� うるま市を「立地先の候補」として検討している企業は１社、「現段階ではわからない」と

している企業は２社存在。 

� 企業が事業所を立地する際に重視している点は「顧客への近接性」が最も高く、次いで「グ

ループ全体の物流ネットワーク」、「用地の価格」となっている。 

� 行政への要望としては、「補助金・優遇税制等の充実」が最も多く、次いで「インフラ整備

の充実（道路、上水道、下水道、工業用水道等）」となっている。 

 

①新規事業所開設意向（設置予定地域・場所は問わない） 

新規拠点、事業拡大にむけた新

設・移転を予定、検討している企業

は 11 社（23.4％）となっている。 

資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地

の可能性に関するアンケート調査」 

 

 

 

 

 

 

 

②拡張・新設を検討している事業部門 

拡張・新設を検討している事業は

「道路貨物運送業」、「倉庫業」が同

数で 36.4％と最も多く、次いで「航

空運輸業」となっている。 

 

  

図表 4-1-4-① 事業所設置についての意向 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

新規拠点にむけ

た新設を予定、

検討している

8.5%

新規拠点にむけ

た移転を予定、

検討している

6.4%

事業拡大にむけ

た新設を予定、

検討している

2.1%

事業拡大にむけ

た移転を予定、

検討している

2.1%
当面はないが、

事業拡大のため

の新設に関心が

ある

2.1%

当面はないが、

新規拠点地を検

討しているた

め、移転に関心

がある 2.1%

予定（検討）して

いない 76.6%

N=47

図表 4-1-4-② 新設事業所での製造・生産品目 

 

資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

道路貨物運送業

36.4%

水運業

0.0%

航空運輸業

9.1%

倉庫業

36.4%
各種商品卸売業

0.0%

繊維・衣服等卸

売業 0.0%

飲食料品卸売業

0.0%
建築材料、鉱物・

金属材料等卸売

業 0.0%

機械器具卸売業

0.0%

その他の卸売業

0.0%

各種商品小売業

0.0%

織物・衣服・身の

回り品小売業

0.0%

飲食料品小売業

0.0%

機械器具小売業

0.0%

その他の小売業

0.0%

無店舗小売業

0.0%

その他

18.2%

N=11
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③拡張・新設を検討している製造・生産品目 

拡張・新設を検討してい

る主な取扱品目は「食料

品・飲料」、「衣服繊維製品」

が 55.6％と最も多く、次

いで「事務用品・家具」と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④設置予定時期 

設置を予定している時期につい

ては「３～５年以内」が 36.4％と

最も多く、次いで「２～３年以内」

の 18.2％となっている。５年以内

に設置を検討している企業は回答

者全体の 54.6％であった。 

 

 

  

図表 4-1-4-③ 拡張・新設を検討している主な取扱品目

資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

0.0 
55.6 
55.6 

11.1 
44.4 

22.2 
11.1 

22.2 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 

22.2 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 
0.0 

11.1 
0.0 

22.2 
22.2 

農水産品

食料品・飲料

衣服・繊維製品

木材・木製品

事務用品・家具

紙・紙加工品

石油・石炭製品

プラスチック製品

ゴム製品

皮製品

窯業・土石製品

鉄鋼・非鉄金属

金属製品

汎用機械・器具

輸送機械・器具（車両、タイヤ等）

生産用機械・器具

業務用機械・器具

電気部品・電子部品

電気機械・器具（精密機器・医療機器）

情報通信機械・器具

医薬品等

その他

0 10 20 30 40 50 60

N=9

複数回答

（％）

図表 4-1-4-④ 設置予定の時期について 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

１年以内

0.0%

２～３年以内

18.2%

３～５年以内

36.4%

未定

36.4%

既に立地が決定

している

9.1%

その他 0.0%

N=11
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⑤用地の必要面積 

事業用地として必要とする面積は

「3,000～5,000 坪」 が 27.3％と最

も多く、次いで「1～1,000 坪」と

「5,000～10,000 坪」が 18.2％、

「1,000～3,000 坪」と「10,000～

100,000 坪」が 9.1％となっている。 

 

 

 

⑥建物の予定階数 

建物の高さは「２階」が最も多く

50.0％であった。３階以下とした回

答が８割を占めており、低層の事業

所を建設したいとする企業が多いこ

とが分かった。 

 

 

 

 

 

 

⑦用地の希望価格 

事業用地の購入価格は「30,000 円」程度を希望する企業があった。 

図表 4-1-4-⑦ 用地の希望価格 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」 

 

⑧沖縄県への進出意向 

沖縄県を「立地先の候補」として

検討している企業はなかったものの、

「現段階ではわからない」としてい

る企業は３社存在する。 

 

 

  

貴社名 事業所の拡張・新設を検討されている事業 用地希望価格（円/坪）

A社 倉庫業 30,000

B社 道路貨物運送業 -

図表 4-1-4-⑤ 事業用地として必要な面積 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

1～1,000坪

18.2%

1,000～3,000坪

9.1%

3,000～5,000坪

27.3%
5,000～10,000坪

18.2%

10,000～100,000

坪

9.1%

100,000坪以上

0.0%

現段階ではわか

らない 18.2%

N=11

図表 4-1-4-⑥ 想定している事業所の階数 

 

資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

１階

10.0%

２階

50.0%

３階

20.0%

４階

10.0%

５階 0.0%

６階 0.0%
７階以上

10.0%

N=10

図表 4-1-4-⑧ 沖縄県に進出する可能性 

 

資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

ある

0.0%

ない

72.7%

現段階ではわか

らない

27.3%

N=11
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⑨うるま市への進出意向 

うるま市を「立地先の候補」とし

て検討している企業は１社、「現段階

ではわからない」としている企業は

２社存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

⑩事業所等立地の際に重視する点 

企業が事業所を立地する際に重視している点は「顧客への近接性」が最も高く、次いで「グ

ループ全体の物流ネットワーク」、「用地の価格」となっている。 

 

図表 4-1-4-⑩ 事業所等を立地する際に重視する点 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」 

58.7 
47.8 

10.9 
37.0 

6.5 
45.7 

28.3 
19.6 

41.3 
0.0 

37.0 
17.4 

32.6 
8.7 

4.3 

顧客への近接性

グループ全体の物流ネットワーク

本社からの近接性

港湾への近接性

空港への近接性

用地の価格

用地の面積

用地利用の制約条件

人材・労働力の確保

24時間操業等の時間制約

道路インフラの整備状況

災害等のリスク分散

従業員の通勤・住居確保

充実した行政支援

その他

0 20 40 60 80

N=46

複数回答

（％）

図表 4-1-4-⑨ うるま市に進出する可能性 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

ある

9.1%

ない

72.7%

現段階ではわか

らない

18.2%

N=11
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⑪行政への要望 

行政への要望とし

ては、「補助金・優遇

税制等の充実」が最

も多く、次いで「イ

ンフラ整備の充実

（道路、上水道、下

水道、工業用水道等」

となっている。 

 

 

 

 

4.1.5 宿泊業向けアンケート 

アンケート結果概要 

� 沖縄県に新規拠点、事業拡大等で宿泊施設の新規開設や移転を予定、検討または関心がある

とした企業は 15 社（30.0％）。その中でうるま市を候補地として検討している企業が３社存

在。また、うるま市かどうかは現段階ではわからない企業は８社。 

� 事業用地として必要とする面積は「1,000～3,000 坪」 が 33.3％と最も多く、次いで「1～1,000

坪」と「3,000～5,000 坪」が 13.3％となっている。 

� 事業用地の購入価格としては「100,000～200,000 円」程度を希望。 

� 企業が宿泊施設を立地する際に重視している点は「市場性（国内観光客）」が最も高く、次

いで「人材・労働力の確保」、「ホテルまでの交通アクセス」。 

� 行政への要望としては、 「インフラ整備の充実（道路、上水道、下水道、工業用水道等」 が

最も多く、次いで 「建築費等に対する補助」となっている。 

 

①沖縄県への進出意向 

沖縄県に新規拠点、事業拡大

等で宿泊施設の新規開設や移転

を予定、検討または関心がある

とした企業は 15 社（30.0％）と

なっている。 

 

  

図表 4-1-5-① 事業所設置についての意向 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

新設を予定、検討している

12.0%
自社の既存施設の移転を

予定、検討している

0.0%

他社の宿泊施設の買収・居

抜きを予定、検討している

2.0%

当面はないが、新設に関心

がある

16.0%

当面はないが、移転に関心

がある

0.0%

予定（検討）していない

70.0%

N=50

図表 4-1-4-⑪ 行政への要望 

資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」 

67.6 
58.8 

41.2 
29.4 
32.4 

0.0 

補助金・優遇税制等の充実

インフラ整備の充実（道路、上水道、下水道、

工業用水道等）

行政の手続きの簡便化・迅速化（各種手続きの

円滑化、迅速な相談対応等）

用地の情報提供・紹介・仲介等の充実（用地情

報、適地紹介、民有地仲介等）

人材斡旋・育成支援の充実（従業員教育支援、

採用活動支援、技術者の紹介等）

その他

0 20 40 60 80

N=34

（％）
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②うるま市への進出意向 

うるま市を「立地先の候補」

として検討している企業は３社、

「現段階ではわからない」とし

ている企業は８社存在する。 

 

 

 

 

 

③開設を検討している宿泊施設の形態 

宿泊施設の形態は「ホテル」

が86.7％と最も多く、次いで「旅

館」となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④設置予定時期 

設置を予定している時期につ

いては「３～５年以内」が26.7％

と最も多く、５年以内に設置を

検討している企業は回答者全体

の 40.1％であった。 

 

 

 

  

図表 4-1-5-② うるま市に進出する可能性 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

ある

20.0%

ない

26.7%

現段階ではわか

らない

53.3%

N=15

図表 4-1-5-③ 開設を検討している宿泊施設の形態 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

ホテル

86.7%

旅館

6.7%

民宿 0.0%

コンドミニアム

0.0%

貸別荘 0.0%

ペンション 0.0%

ユースホステル

0.0%

ロッジ 0.0%

その他

6.7%

N=15

図表 4-1-5-④ 設置予定の時期について 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

１年以内

6.7%

２～３年以内

6.7%

３～５年以内

26.7%未定

53.3%

既に立地が決定

している

0.0%

その他

6.7%

N=15
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⑤用地の必要面積 

事業用地として必要とする面

積は「1,000～3,000 坪」 が

33.3％と最も多く、次いで「1～

1,000 坪」と「3,000～5,000 坪」

が 13.3％となっている。 

 

 

 

 

⑥建物の予定階数 

建物の高さは「７階以上」が最

も多く 58.3％であった。５階以

上とした回答が８割程度を占め

ており、高層の宿泊施設を建設し

たいとする企業が多いことが分

かった。 

 

 

 

⑦用地の希望価格 

事業用地の購入価格は「100,000～200,000 円」程度を希望する企業があった。 

図表 4-1-5-⑦ 用地の希望価格 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」 

 

⑧必要最低部屋数 

最低部屋数は 15～200 部屋と

開きはあったものの、ほとんどの

企業が 100 部屋以上の部屋数を

検討している。 

  

貴社名 宿泊施設形態 用地希望価格（円/坪）

A社 旅館 100,000-200,000

B社 ホテル 100,000

C社 ホテル 100,000

図表 4-1-5-⑤ 事業用地として必要な面積 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

1～1,000坪

13.3%

1,000～3,000坪

33.3%

3,000～5,000坪

13.3%

5,000～10,000

坪

0.0%

10,000～

100,000坪

6.7%

100,000坪以上

0.0%

現段階ではわか

らない

33.3%

N=15

図表 4-1-5-⑥ 想定している事業所の階数 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

１階

0.0%

２階

16.7%

３階 0.0%

４階 0.0%

５階

25.0%

６階 0.0%

７階以上

58.3%

N=12

図表 4-1-5-⑧ 検討している最低部屋数 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」 

貴社名 宿泊施設形態 最低部屋数（室）

A社 ホテル 100

B社 その他 20

C社 ホテル 130

D社 ホテル 100

E社 ホテル 130

F社 ホテル 100

G社 ホテル 150

H社 旅館 100

I 社 ホテル 120

J社 ホテル 200

K社 ホテル 15
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⑨想定客室価格帯 

客室価格帯は「10,000～20,000

円」、「 20,000～ 40,000 円」、

「40,000～100,000 円」が同数で

20％となっており、様々な価格帯

の宿泊施設の建設を検討してい

ることがうかがえる。 

 

 

 

 

 

⑩宿各施設開設の際に重視する点 

宿泊施設を立地する際に重視している点は「市場性（国内観光客）」が最も高く、次いで「人

材・労働力の確保」、「市場性（外国人観光客）」、「ホテルまでの交通アクセス」となっている。 

 

図表 4-1-5-⑩ 事業所等を立地する際に重視する点 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」 

74.0 
56.0 

36.0 
14.0 

46.0 
42.0 

56.0 
22.0 

36.0 
16.0 
16.0 

24.0 
62.0 

20.0 
28.0 

16.0 
10.0 

市場性（国内観光客）

市場性（外国人観光客）

市場性（ビジネス客）

市場性（研修者・合宿客）

観光地（観光スポット・イベント等）の魅

力

景観性などの周辺環境

ホテルまでの交通アクセス

周辺観光地までのアクセス

用地の価格

用地の面積

用地の利用条件・制約

地元との意見調整・合意形成

人材・労働力の確保

災害等のリスク

従業員の通勤・住居確保

充実した行政支援

その他

0 20 40 60 80

N=50

複数回答

（％）

図表 4-1-5-⑨ 検討している客室価格帯 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」

10,000円未満

13.3%

10,000～20,000円

20.0%

20,000～40,000円

20.0%

40,000～100,000円

20.0%

100,000円以上

0.0%

わからない 26.7%

N=15
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⑪行政への要望 

行政への要望としては、 「インフラ整備の充実（道路、上水道、下水道、工業用水道等」 が

最も多く、次いで 「建築費等に対する補助」、「観光スポットの整備」となっている。 

 

図表 4-1-5-⑪ 行政への要望 

 

 
資料）うるま市「沖縄県うるま市への立地の可能性に関するアンケート調査」 
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4.3 産業集積候補地の抽出・評価 

4.3.1 条件設定・評価方法 

 土地利用可能性を検討するため、現況調査結果に基づき、土地利用可能性の整理として必要な

事項を分級評価する。分析にあたっては開発等の条件となることの多い下記の指標に基づいて候

補地の評価を行うこととし、国土数値情報５次メッシュデータ（250ｍメッシュ）を用いて数値化

した評価をオーバーレイすることで客観評価する。 

 

図表 4-3-1 土地利用可能性検討の指標 

 
資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成 

 

4.3.2 メッシュ評価図（交通アクセス） 

高速道路については石川ＩＣ、沖縄

北ＩＣとともに、国道３km 圏域と重

なって市西部の立地が効果的である。 

 

 

 
 

   

項目 指標 データ データソース

交通アクセス 高速道路や主要道が利用
しやすい

高速道路IC5km圏
国道3km圏

国土数値情報
道路データ

基盤整備 地盤整備しやすい 傾斜度
国土数値情報

標高・傾斜度5次メッシュデータ

インフラ 工業用水が確保しやすい 工業用水 市提供データより数値化

住民への影響 住民への影響が少ない 人口分布
国勢調査2015年
5次メッシュデータ

農業生産への
影響

農業基盤整備されていな
い

農業基盤分布 市提供データより数値化

図表 4-3-2 メッシュ評価図（交通アクセス） 

 
資料）国土数値情報 道路データより作成 



86 
 

4.3.3 メッシュ評価図（傾斜度） 

立地にかかる造成費用等の負担

から、傾斜度の低い地区への立地が

望ましい。特に 10 度を越えると造

成費用の増大とともに、法面の処理

や斜路の増設などに大きな面積を

取られてしまうため、大きな面積で

の利用には不向きとなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.4 メッシュ評価図（インフラ整備） 

市内中央部に工業用水が分布し

ている。冷却水等、工業用水を大量

に必要とする企業にとっては、大き

なメリットとなることが多い。 

現在、休止中の管もあるが、ここ

では全菅が利用できることを前提

として評価している。 

  

図表 4-3-3 メッシュ評価図（傾斜度） 

資料）国土数値情報 標高・傾斜度５次メッシュデータより作成 

図表 4-3-4 メッシュ評価図（インフラ整備） 

資料）うるま市資料より作成 
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4.3.5 メッシュ評価図（環境影響評価） 

市内主要道路沿いに人口が分布し

ている。立地する施設等の内容によ

っては、周辺環境へ影響を与える場

合があるため、周辺への影響が小さ

な人口密度の低い地区の立地が望ま

しい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.6 メッシュ評価図（農業基盤受益地） 

農業が主産業となる当市ではこれま

でに農業基盤整備を中心に、石川地区、

半島部、島しょ部において重点的に生産

基盤整備事業が実施されている。これら

の地域においては、農林水産業、観光等

を中心とした土地利用が図られる必要

がある。 

 

 

 

 
 

  

図表 4-3-5 メッシュ評価図（環境影響評価） 

 
資料）国勢調査 2015 年 ５次メッシュデータより作成 

図表 4-3-6 メッシュ評価図（農業基盤受益地） 

資料）うるま市資料より作成 
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4.3.7 メッシュ評価図（防衛施設区域） 

うるま市には、下図のように防衛施

設区域が存在し、企業立地を含めて活

用できない土地が存在する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.3.8 メッシュ評価図（総合評価） 

指標に対して、企業立地（工業利

用）との相関関係が最も高くなる係

数を推計、当該係数を各メッシュの

ポイントとして適用し、総合評価と

して点数化したところ、以下のよう

な適地度分布が得られた。 

５段階評価については、メッシュ

総合評価の合計得点を等級で割り振

り（５段階全て同数のメッシュ数と

なるよう割り振り）を行っている。 

 

 

 
 

 

 

 

  

図表 4-3-7 メッシュ評価図（防衛施設区 

 
資料）うるま市資料より作成 

図表 4-3-8 メッシュ評価図（総合評価） 

資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカ

ルネット作成 
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4.4 産業集積候補地の評価 

4.4.1 産業集積候補地の評価 

①産業集積候補地の検討 

市内において一定の面積を持ち、また周辺地区の状況を勘案して企業立地の可能性のある土地

を抽出したところ、以下のようになっている。 

 利用の適性より工場立地が検討される地区、主要施設の後背地として利用が検討される地区な

どが該当している。 

 なお、面積については利用可能性のある地区の色塗り面積の合計となっており、かならずしも

全てが活用可能な面積ではない。 

 

図表 4-4-1-① 産業集積候補地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成  

山城地区（40ha、160ha）

楚南地区（80ha） 

兼箇段地区（14.6ha） 

仲嶺地区（20.2ha） 

赤崎地区（17ha）工場適地

東恩納地区（17ha）

平安座地区（231ha）

昆布地区（35.2ha）工場適地

塩屋地区（5.9ha） 
平宮地区（39.6ha）
工場適地 

中城湾港地区（393ha）
産業拠点 
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②産業集積候補地の適性 

 市内企業立地候補ポイントと、企業立地適正メッシュとの重ね合わせを見ると以下のようにな

っている。 

 中城湾港新港地区から沖縄北ＩＣに至る後背地において、仲嶺だけが唯一、適地としての可能

性が高い。 

 兼箇段地区は、適地としての可能性が高くなっている。 

 工業専用地域である平安座地区は、高低差があり、総合評価では合計得点が低くなる傾向があ

る。ただし整備済みであり、合計得点の数値よりも適地としての可能性は高い状況である。 

 楚南地区については、高低差が大きく、交通アクセスが良くないことから、適地としての可能

性は低いが、基盤整備及び新ＩＣ等交通アクセスの向上を図ることによって、大きく適地として

の可能性が高くなる可能性がある。 

 

図表 4-4-1-② 産業集積候補地と立地適性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成  

石川山城地区 

楚南地区 

赤崎地区

東恩納地区

平安座地区

昆布地区

仲嶺地区 

塩屋地区 

中城湾港地区

兼箇段地区 

平宮地区
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③各産業集積候補地の評価 

 それぞれの地域について、指標ごとに評価をみると以下のようになっており、立地適正に合わ

せた誘致を行うことが効果的である。 

 

図表 4-4-1-③ 各候補地における評価 

 
地域 

交通 

アクセス 
造成費用等 工業用水 

住民への 

影響 

農業生産への 

影響 
総合評価

既
存
工
場
適
地 

中城湾港 

主要道から離れ

ている 

△ 

平坦地である

○ 

利用できる

○ 

影響は少ない

○ 

影響はない 

○ 
◎ 

赤崎 

石川 IC から至近

である 

○ 

平坦地である

○ 

利用できる

○ 

やや影響がある

△ 

影響はない 

○ 
◎ 

昆布 

主要道から離れ

ている 

△ 

傾斜がある 

△ 

利用できない

× 

影響は少ない

○ 

影響はない 

○ 
△ 

塩屋 

主要道から離れ

ている 

△ 

平坦地である

○ 

利用できる

○ 

影響は少ない

○ 

影響はない 

○ 
◎ 

平宮 

主要道からかな

り離れている 

× 

平坦地である

○ 

利用できない

× 

影響は少ない

○ 

影響はない 

○ 
△ 

立
地
候
補
地 

石川山城 

石川 IC から至近

である 

○ 

やや傾斜がある

△ 

利用できない

× 

影響は少ない

○ 

影響はない 

○ 
○ 

東恩納 

主要道から離れ

ている 

△ 

やや傾斜がある

△ 

利用できる

○ 

やや影響がある

△ 

影響はない 

○ 
○ 

楚南 

主要道から離れ

ている 

△ 

やや傾斜がある

△ 

利用できない

× 

影響は少ない

○ 

部分的に 

影響する 

△ 

△ 

兼箇段 

沖縄 IC から至近

である 

○ 

やや傾斜がある

△ 

利用できない

× 

影響は少ない

○ 

影響はない 

○ 
○ 

仲嶺 

主要道から離れ

ている 

△ 

やや傾斜がある

△ 

利用できる

○ 

影響は少ない

○ 

影響はない 

○ 
○ 

平安座 

主要道からかな

り離れている 

× 

傾斜がある 

× 

利用できる

○ 

影響は少ない

○ 

影響はない 

○ 
△ 

資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成 
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＜参考＞ 

④メッシュ評価図（交通アクセス） 

楚南地区においては、アイデア段階な

がらも、新ＩＣ開設の動きが出てきてお

り、開設されるとした場合の市内へのア

クセスを考慮した結果は、右記の通りで

ある。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤メッシュ評価図（総合評価） 

新ＩＣの開設を考慮した立地促成

の評価は、下記の通りであり、楚南地

区周辺の立地特性が大きく向上して

いることがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

  

図表 4-4-1-④ メッシュ評価図（交通アクセス 

資料）国土数値情報 道路データより作成 

図表 4-4-1-⑤ メッシュ評価図（総合評価） 

資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカ

ルネット作成 
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⑥産業集積候補地の適性 

 楚南地区については、高低差も大きく、交通アクセスが良くないことから、適地としての可能

性は低くかったが、新ＩＣ等により交通アクセスが向上することによって、集積地としての可能

性が高くなる。 

 

図表 4-4-1-⑥ 産業集積候補地と立地適性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成  

石川地区、山城地区 

楚南地区 

赤崎地区

東恩納地区

平安座地区

昆布地区

仲嶺地区 

塩屋地区 

中城湾港地区

兼箇段地区 

平宮地区
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⑦各産業集積候補地の評価 

 新ＩＣの可能性を考慮したそれぞれの地域について、指標ごとに評価をみると以下のようにな

っており、立地適正に合わせた誘致を行うことが効果的である。 

 

図表 4-4-1-⑦ 各候補地における評価 

 
地域 

交通 

アクセス 
造成費用等 工業用水 

住民への 

影響 

農業生産への

影響 
総合評価

既
存
工
場
適
地 

中城湾港 

主要道から離れ

ている 

△ 

平坦地である

○ 

利用できる 

○ 

影響は少ない 

○ 

影響はない 

○ 
◎ 

赤崎 

石川 IC から至近

である 

○ 

平坦地である

○ 

利用できる 

○ 

やや影響がある 

△ 

影響はない 

○ 
◎ 

昆布 

新 IC が立地する

と利便性は高い 

○ 

傾斜がある 

△ 

利用できない

× 

影響は少ない 

○ 

影響はない 

○ 
△ 

塩屋 

主要道から離れ

ている 

△ 

平坦地である

○ 

利用できる 

○ 

影響は少ない 

○ 

影響はない 

○ 
◎ 

平宮 

主要道からかな

り離れている 

× 

平坦地である

○ 

利用できない

× 

影響は少ない 

○ 

影響はない 

○ 
△ 

立
地
候
補
地 

石川山城 

石川 IC から至近

である 

○ 

やや傾斜がある

△ 

利用できない

× 

影響は少ない 

○ 

影響はない 

○ 
○ 

東恩納 

新 IC が立地する

と利便性は高い 

○ 

やや傾斜がある

△ 

利用できる 

○ 

やや影響がある 

△ 

影響はない 

○ 
○ 

楚南 

新 IC が立地する

と利便性は高い 

○ 

やや傾斜がある

△ 

利用できない

× 

影響は少ない 

○ 

部分的に 

影響する 

△ 

○ 

兼箇段 

沖縄 IC から至近

である 

○ 

やや傾斜がある

△ 

利用できない

× 

影響は少ない 

○ 

影響はない 

○ 
○ 

仲嶺 

主要道から離れ

ている 

△ 

やや傾斜がある

△ 

利用できる 

○ 

影響は少ない 

○ 

影響はない 

○ 
○ 

平安座 

主要道からかな

り離れている 

× 

傾斜がある 

× 

利用できる 

○ 

影響は少ない 

○ 

影響はない 

○ 
△ 

資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成 
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③整備フロー 

一般的な開発行為における整備のフローを以下に示している。 

用地選定を行ったのち、制限のある土地の場合は上位計画の見直しが求められることとなる。 

そのうえで計画の立案を進めると同時に用地買収が実施される。また必要に応じて上位計画に

準じた区域変更等の申請を行う。その後、面積によっては開発許可申請、環境アセスメントが行

われる。 

そのうえで宅地造成、売却という流れになるが、近年では土地の利用者による造成も実施され

ている。これは、開発のスピードアップ、求める計画に沿った造成が可能であるという点でメリ

ットも大きい。 

目安としてのスケジュール感を示しているが、これも土地の形状や状況によって大きく変化す

ることとなるため留意が必要である。なお計画立案等を同時並行に進めることで、構想策定から

用地買収、造成、分譲に至る整備フローを５年程度まで短縮できる可能性もある。 

 

図表 4-4-2-③ 整備フロー 

 
資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成 

 

 

 

  

⽤地選定

•経済動向

分析

•需要調査
⽤地買収*
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環境アセス

（1〜2年）

•現地調査
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開発許可

（〜1年）

•基本計画

審査
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造成
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•⼯事発注

•⼯事

売却・
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区域変更等

•都市計画
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•農⽤地解除
•林地開発
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計画⽴案

•計画

•設計
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•農業振興地域

整備計画

•地域森林計画

必要に応じて 必要に応じて
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第５章 うるま市産業の目指す姿 

5.1 基本構想策定の経緯と策定にあたっての考え方 

本市においては、平成 29 年３月に、産業振興の基本方針として「うるま市産業振興計画」が策

定され、その基本施策として「経済波及効果の高い産業の集積」及び「産業基盤の強化」の推進

が位置づけられた。当該計画の着実な推進のため、各産業施策分野の重点誘導エリアの検討を行

い、集積性を生かした産業空間の創出及び産業基盤強化にかかる施策を戦略的に展開する。 

本構想を策定するにあたっては、①農地の保全・確保・集積を図る重点エリアの位置づけ、②

中心市街地の位置づけ、③滞在型観光空間の創出、④誘致可能用地の確保等各産業施策分野にお

ける集積性のメリットが生じるよう産業空間の考え方を整理するとともに、分野横断的な視点か

ら地域の特色に対応したメリハリの効いた産業集積の在り方を検討し、また各産業集積地が有機

的に連携し市域内に好循環をもたらすよう施策の方向性を策定する。 

 

図表 5-1-1 基本構想策定の経緯と策定にあたっての考え方 

 

 

 
資料）うるま市作成 

 

 

  

＜ 2021年度を目指した目標＞
■一人あたり市民所得 218万円 （2013年度 168万円）
■市内純生産 2,115億円 （2013年度 1,670億円）

農業：約32億円（2013年度約21億円）、製造業：約127億円（2013年度約76億円）
サービス業：約635億円（2013年度約441億円）

産業振興計画（H29.3）

基本方針

１．産業振興支援を通して企業の収益力向上を

目指す

２．職場環境の改善を通して就業者数の増加を

目指す

３．企業が創業しやすく、市民が働きたくなるよう

な社会環境の整備

経済波及効果の高い産業の集積

域外から資金を流入させることのできる産業の振興

既存企業の経営の高度化

職場環境の改善に向けた働きかけ

就業希望者と市内事業者のマッチング

新たな就業スタイルの提供

産業基盤の強化

福祉サービスの充実強化

勤労観、職業観の醸成

基本施策

１ 各産業分野における集積性のメリットが生じるよう産業空間の考え方を整理する。

２ 各産業分野の個別の視点からのみではなく、分野横断的な視点を含め空間利用を検討する。

３ 地域の特色に対応したメリハリの効いた産業集積の在り方を検討する。

４ 各産業集積地が有機的に連携し市域内に好循環をもたらすよう在り方を検討する。

■ 策定にあたっての考え方

産業基盤整備計画基本構想
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図表 5-1-2 うるま市の現状から推察できる仮説 

 

資料）うるま市作成 

  

○ 土地利用規制による誘導施策、基盤整備施策

及びソフト施策にミスマッチが生じる可能性がある

（取組が、虫食い・混在・過剰な立地抑制、ふさわし

くない産業の誘導等になっていないか？）

○ 合併した２市２町一体となった市域全域におけ

る明確な産業空間配置の戦略がない

現状

・優良農地における非農業利用との混在

・地主の条件不利農地での基盤整備事業導入意

欲の減退

・耕作放棄地を所有する非農家の就農者への貸付

意欲の減退

・都市政策の想定する誘導エリアと実際の商業施

設誘導の不一致

・中心市街地型産業振興のための基盤整備事業

の未実施

・中心市街地型産業に適した地域以外での集客イ

ベントの実施

・土地利用規制と観光施設適地の不一致の可能

性

・リゾート型エリア開発のための基盤整備事業の未

実施

・観光イベントの実施にも関わらず通過型になって

しまう可能性

・土地利用規制と産業適地の不一致及び住工混

在の可能性

・立地環境向上のための基盤整備事業の未実施

・住工混在のおそれのあるエリアへの企業誘致の

可能性

▼農林水産業施策（重点エリアの位置付けなし）

▼商工業施策（中心市街地の位置付けなし）

▼観光施策（滞在型観光空間創出の戦略なし）

▼企業立地施策（誘致可能用地確保の戦略なし）

○ 産業空間配置の戦略を策定

将来

・優良農地における農地転用の抑制・農地の保全

・条件不利農地での基盤整備事業実施の促進

・耕作放棄地の解消による担い手への農地の集積

○ 土地利用規制による誘導施策、基盤整備施策

及びソフト施策の一致を図る

・商業施設誘導による商業機能を含む複合中心拠

点の確立

・中心市街地型産業振興のための基盤整備事業

の実施

・中心市街地における集客イベントの実施

・観光施設適地による観光施設の誘導促進

・リゾート型エリア開発ための基盤整備事業の実施

・観光イベントと滞在型観光施設との連携

・住工分離と産業集積の達成

・立地環境向上のための基盤整備事業の実施

・産業集積地への企業誘致の実施

▼農林水産業施策（重点エリアの位置付けあり）

▼商工業施策（中心市街地の位置付けあり）

▼観光施策（滞在型観光空間創出の戦略あり）

▼企業立地施策（誘致可能用地確保の戦略あり）

構想策定

○基本構想による産業空間配置の戦略を策定することで、土地利用規制、基盤整備施策及びソフト施策の方向

性が一致し、効率的・効果的な公共投資を図られる。

○また、集積性を生かした各産業空間を創出することで、各産業の効率性、収益力及び競争力の向上が図られ

る。
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5.2 農林水産業施策分野 

 うるま市の農林水産業は、外貨を稼ぐ力がある基盤産業であり、沖縄県内でも有数の拠点産地

となっている。近年では、新規就農者も増えつつあり、大規模農業法人の集積にも取り組んでい

る。一方で、純生産額は年々減少しており、従事者の減少や耕地面積の減少など産業基盤が揺ら

ぎつつある。そこで農林水産業施策分野では、農地の生産性を向上させ、若手就農者への貸付促

進及び大規模農業法人への集積を進めるべく、農業の重点誘導エリアを位置づけ、エリア内の農

地の保全、確保、集積を図っていくことが必要である。 

 

図表 5-2 農林水産業施策分野の集積性の考え方 

 
資料）うるま市作成 

 

5.3 商工業施策分野 

 うるま市の商工業は、広域商業拠点での商業拡大が顕著であり、複合中心拠点においても都市

基盤の整備が進められている。さらに商工会等により、様々なイベントが実施される等、ハード

面・ソフト面での充実が図られつつある。一方で、複合中心拠点の商業地域としての高度利用が

なされておらず、オフィス機能等の市街地型の産業が少なく、集約する都市機能を踏まえた商業

立地に至っていないなど、土地の非効率な利用が散見される。そこで商工業施策分野では、複合

中心拠点としての都市機能と連携した商業によるにぎわいの創出を目指し、中心市街地を位置づ

け、回遊型産業空間の創出を図ることとする。 

 

  

戦略：重点エリアを位置づけ、エリア内の農地の保全、確保、集積の促進を図る
重点エリアを設定のうえ、エリア内の農地転用の抑制、基盤整備事業の推進、集積に向けた施策の促進

■外貨を稼ぐ力がある基盤産業

・ 市内農林水産業で18億円を移輸出

・ 10億円近い雇用者所得を創出

・ １次産業従事者、耕地面積、純生産額が県内上位

■多種目の拠点産地

・ 農業：多様な土壌分布/沖縄県拠点産地認定作物が９品目

・ 漁業：県内収穫量の約４割を占めるモズクや沖縄ミーバイの養殖

■新規就農者が増加傾向

・ 若手就農者が毎年10人程増えている。
・ 大規模農業法人の集積化の取組もある。

■純生産額の減少

・ 1次産業従事者が2005年～2015年で急激に減少

■１次産業従事者の減少

・ 農業では急速に高齢化が進展

■耕地面積の減少

・ 耕作面積が2005年～2015年で約30％減少

・ 耕作放棄地の７割以上が非農家
・ 担い手への貸付、集積が低い

農地の生産性を向上させ、若手就農者への貸付促進及び大規模農業法人への集積が必要

Positive Negative

１次産業

従事者の

高齢化

耕作面積の減少

１次産業従事者の減少

農地転用

耕作放棄地

※非農家所有が７割以上

新規就農者の参入

貸付↓、集積↓

転用の抑制、農地の確保

耕作放棄地の解消

担い手確保

重点エリア

の設定

規制・ハード・ソフト

の徹底

若手就農者への貸付促進

大規模農業法人への集積促進

※設定にあたっては、地理的条件の他、エリア内における大規模農業法人の設立による

効率利用や拠点作 物や希少作物を主体とした経営による効率利用の取組の有無を勘案■ イメージ
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資料

図表

うるま市作成
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スも比較的良
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光施設の誘導

図表

料）うるま市作

表 5-3 商工業

 

城跡をはじめ

良好であるが
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源と連携した
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表 5-4 観光業

作成 
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5.5 企業立地施策分野 

 うるま市の企業立地については、県内唯一の大規模製造業集積地となっており、多種多様な業

種 235 社が立地している。また物流インフラ整備・物流企業立地による立地環境の向上も顕著で

ある。一方で企業を誘導するエリアが少なくなっており、分譲可能なエリアは 2018 年度末段階で

8.65ha しかない。また立地企業は増えたものの、市内調達率の低さから市内波及効果が低く、企

業の集積から産業の集積を図っていくことが求められる。 

 そこで企業立地施策分野では、企業集積地の集積性の向上と新たな誘致可能用地の確保を目指

し、誘致重点誘導エリアを位置づけ、エリアの特色を生かした製造・物流関連事業の誘導を図る

こととする。 

 

図表 5-5 企業立地施策分野の集積性の考え方 

 
資料）うるま市作成 

 

  

■減少する企業誘導エリア

・ 分譲可能用地の減少（一般用地：0ha、旧特区：8.65ha）

■市内波及効果

・ 立地企業の市内調達率は低い
・ 従業者の７割以上が市外居住者

■さらなる立地環境の向上の必要性

・ 進出企業のニーズに対応した港湾・アクセス道路の整備

を含めた立地環境の向上

■県内唯一の大規模製造業集積地

・ 国際物流特区である中城湾港新港地区には、多種多様
な業種235社が立地している

■物流インフラ整備・物流企業立地による立地環境の向

上

・ 港湾機能とインターチェンジへのアクセスの向上に加え
近年の物流企業の立地により、立地環境が向上

Positive Negative

既存集積地の集積性の向上と新たな誘致可能用地の確保

戦略：誘致重点エリアを位置づけ、エリアの特色を生かした製造・物流関連業の誘導を図る

既存集積地の集積性の向上、新たな産業集積地の確保

既存集積地の分譲可能用

地の減少

既存集積地の集積性の向上が

頭打ちとなる可能性

市内の既存集積地以外に立地し、

住工混在等を生じさせる可能性

新たな集積地との連携による既存集積

地の集積性の向上（立地環境の向上）

市内進出の機会確保

住工分離の確保

誘致可能用地

の確保

既存集積地に立地できず、

市内進出を断念する可能性

■ イメージ
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った旧石川庁

した、にぎわ

容積率

容積率

57.8

67.9

26.5

63.5

70.6

214.9

㏊）が集

たプロジ

く、高度

 

などの伝

庁舎の廃

わいを創

%

%

%

%

%

%



 

資料）

 

6.2.3 施

県道 2

て位置づ

口拡大の

図る。ま

 

 

図表

うるま市作成 

施策の方向性 

255 号線沿線

づけたうえ、

の拠点として

また、東恩納

資料

表 6-2-2-② 

線の商業系用

石川庁舎跡

て、滞在型の

納地区、石川

料）うるま市作

 

うるま市公共

用途地域につ

跡地周辺につ

の観光空間を

川ＩＣ近接地

作成 

図表 6-2-3-
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共施設等マネ

ついて、集約

ついては、石

を創出し、本

地においては

-① 施策の方

ネジメント計画

約された都市

石川ビーチ～

本市の交流人

産業の新た

方向性 

（平成 26 年

市機能を踏ま

港湾施設ま

口拡大を増進

な誘導場所と

３月） 

えて中心市街

でのエリア

進する産業

として検討を

 

街地とし

を交流人

の集積を

を行う。 

 



 

 

 特に石

水産資源

リーナ機

るととも

 

 

 

資料）う

石川ビーチか

源からの近接

機能を検討す

もに、ビーチ

資料）

るま市作成 

から、港湾施

接性もあり、

するとともに

チを保全する

）うるま市作成

 

図表 6-2-

施設までのエ

交流拠点と

に、回遊型の

るなど、一体

図表 6-2-

成 
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-3-② プロジ

エリアについ

としての可能

の親水空間を

体型のウォー

-3-③ プロジ

ジェクト一覧

いては、石川

能性が期待で

を整備し、直

ターフロン

ジェクト一覧

ＩＣからの

きる。本エ

売書等の漁業

ト開発を推進

 

アクセス性、

リアについて

業機能との連

進する。 

、豊富な

ては、マ

連携を図

 



 

6.3 ②自

6.3.1 ゾー

（1）拠点

本ゾー

盤整備が

希少種で

 

（2）自然

本ゾー

の家」等

を活用し

 

（3）科学

本ゾー

世界最高

る。 

 

図

資

 

（4）ゾーン

産業集

な農業振

大学院大

 

 

自然環境活用

ーンの特徴 

産地認定の作

ーンは丘陵地

が比較的進ん

である沖縄在

環境を活かし

ーンには県内

等が立地して

したリゾート

技術大学院大

ーンには、沖

高水準の教育

図表 6-3-1-①

資料）うるま市

ン内の産業集

集積地基礎調

振興拠点にも

大学との近接

用型産業振興

作物を多く生

地を多く含み

んでおり、拠

在来種の茶葉

した観光産業

内有数の観光

ており、自然

トホテルの開

大学との近接

沖縄の自立的

育研究機関で

① 交流拡大

沖縄在来種や

市作成 

集積地候補地

調査の分析に

もなっており

接性を生かし

 

興ゾーン 

生産 

み、主に自然

点産地に認定

葉の生産もな

業 

光施設である

然環境を活用

開発も進めら

接性 

的発展及び世

である沖縄科

大型産業振興

やまぐすく茶

地 

において楚南

り、今後も優

し、様々な産

108 

然的土地利用

定されている

なされ多様な

る「ビオスの

用した観光・

られている。

世界の科学技

科学技術大学

ゾーン全体図

茶畑、沖縄科学

南地区、山城

優良農地の保

産業の集積を

用がなされて

る作物の多く

農業が営まれ

の丘」や「石

集客施設が

 

技術の発展へ

学院大学（Ｏ

図（左）、農業

学技術大学院

城地区を集積

保全・確保を

検討してい

いる。農業

くの品目が生

れている。 

川市民の森公

営まれてい

の寄与を目

ＩＳＴ）が近

業生産基盤整

院大学（右下）

地候補地と

図りつつ、石

く必要がある

においては、

生産されてい

公園」、「石川

る。また、

的として設置

近接して立地

整備状況（右上

） 

して選定した

石川ＩＣや科

る。 

、生産基

いるほか、

川青少年

自然環境

置された

地してい

上） 

 

た。重要

科学技術



 

資料

 

6.3.2 ゾ

（1）耕作

本ゾー

も比較的

 

（2）畜舎

本ゾー

地も増加

 

資料

 

料）うるま市作

ーンの課題 

放棄地 

ーンは土地改

的低い状況で

の点在 

ーンは他の地

加しており、

料）うるま市作

図表

作成 

改良事業や開

であるが、優

地区に比べて

臭いに対す

図

作成 

表 6-3-1-② 

開墾等で比較

優良農地が点

て畜産の盛ん

る対策も必要

図表 6-3-2
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本ゾーンにお

較的に基盤整

点在しており

んな地区であ

要となってい

耕作放棄地

おける集積地

整備の進んだ

、農地の集積

あるが、畜舎

いる。また、

、畜舎の状況

地候補 

地域であり、

積が課題とな

が点在してい

効率化の面

況 

、耕作放棄地

なっている。

いる。周辺

からも課題

 

地の割合

 

には住宅

がある。 

 



 

6.3.3 施

本ゾー

実施する

する流通

 

 

 

施策の方向性 

ーンを農業の

るとともに、

通・加工業の

資料）うる

の重点エリア

自然環境及

誘導可能性

資料）

るま市作成 

アとして位置

及び農業環境

を検討するこ

図表 6-3

うるま市作成

図表 6-3-
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置づけ、農地

境を活用した

ことを通して

3-3-① 施策

成 

-3-② プロジ

地の保全、確

た観光産業や

て、自然環境

策の方向性 

ジェクト一覧

保、担い手へ

研究開発施設

境を活用する産

への集約を重

設及び農業

産業の集積

 

 

重点的に

を後押し

を図る。 



 

6.4 ③市

6.4.1 ゾ

都市的土

本ゾー

されてい

中心拠点

県道 7

学校をは

画整理事

 

資

 

6.4.2 ゾ

土地・空

県道 7

容積率が

テナスペ

安慶名

業施設の

 

 

市街地型産業

ーンの特徴 

土地利用  

ーンは都市的

いる。また、

点として位置

75 号線沿線

はじめとする

事業 ヌーリ

資料）うるま市

ーンの課題 

間の低利用 

75 号線沿線

があまり高く

ペース等低利

名土地区画整

の立地を想定

業振興ゾーン 

的な土地利用

都市計画マ

置づけられて

を中心に市街

る都市機能が

リ川公園整備

図表 6-

市作成 

においては、

くなく低利用

利用の土地が

整理事業の実

定しているが

 

用がなされて

マスタープラ

ている。 

街地が形成さ

が集約した地

備事業等市街

-4-1 都市的

、土地の高度

用となってい

が存在する。

実施箇所にお

が、その立地
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ており、県道

ランにおいて

されており、

地域である。

街地の整備事

的土地利用に

度利用を想定

いる。また、

 

おいては幅員

地が進んでい

75 号線沿線

ては安慶名地

商業の集積

また、本ゾ

事業が実施中

におけるゾーン

定している用

安慶名地区

員の広い歩道

ない。 

線は商業系の用

区・みどり

地となってい

ーンにおい

である。 

ンの特徴 

用途地域とな

においては、

空間を確保す

用途地域の指

町地区を中心

いる他、役所

ては、安慶名

 

なっているが

、空き地や貸

する等、回遊

指定がな

心に複合

所、病院、

名土地区

、現況の

貸しコン

遊型の商



 

資

 

 

6.4.3 施策

県道 7

置づけた

集積を図

 

 

 

図表 6-4-

資料）うるま市

策の方向性 

75 号線沿線

たうえ、商業

図る。 

-2 地区別の

市作成 

の商業系用途

業施設、オフ

資料）うるま

 

の容積率（上）

途地域につい

フィス、歩道

図表 6-4

ま市作成 
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）、空間の低利

いて、集約し

道空間を活用

4-3-① 施策

利用（左下）、

した都市機能

用した商業施

策の方向性 

、幅員の広い

能を踏まえて

設、複合施設

い歩道空間 

 

中心市街地

設等回遊型

として位

の産業の

 



 

 

6.5 ④臨

6.5.1 ゾ

（1）中城

県内最

定される

が推進さ

を担う重

 

図表

資料

 

資料）う

臨海型産業振

ーンの特徴 

湾港新港地

最大の工業団

るとともに、

されている。

重要な地区に

表 6-5-1-① 

料）うるま市作

うるま市作成 

振興ゾーン 

区工業団地 

団地である中

隣接する港

中城湾港新

になっている

臨海型産業

作成 

図表 6-4-

中城湾港新港

港湾は沖縄振

新港地区は企

る。 

業振興ゾーン
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-3-② プロジ

港地区工業団

振興計画にお

企業立地数・

全体図（左）、

ジェクト一覧

団地があり、

おいて産業支

雇用者数共

、新港地区の

国際物流拠点

援港湾とし

に増加を続

の企業立地数

 

点産業集積地

て位置づけ

けており、県

数・雇用者数推

地域に指

られ整備

県の経済

推移 

 



 

（2）県道

中城湾

において

としての

及び新港

いる。 

 

図表

資

図表

 

85・33 号線沿

湾港新港地区

て広域商業拠

の機能のみな

港地区に寄港

 

表 6-5-1-② 

資料）九州経済

表 6-5-1-③ 

資

沿線  

区の背後に位

拠点として位

ならず、工業

港するクルー

県道沿線商

済調査協会・三

大型商業施

資料）うるま市

 

位置する県道

位置づけられ

業団地立地企

ーズ客の利用

商業施設の機

三菱地所リアル

施設の立地（上

市作成 
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道 85・33 号線

れ、大型商業

企業の利便施

用施設として

機能（左）、中城

ルエステート

 

上）、クルーズ

線沿線におい

業施設の立地

施設、観光動

ての機能も含

城港湾背後地

サービス・ア

ズ寄港の拡大

いては、都市

が進み、市

線を踏まえ

む交流人口拡

地の事業所立

ービカルネッ

大・県道沿線の

計画マスター

内外からの集

た観光客の利

拡大の拠点

立地面積の変

ト作成 

の動線機能（

 

ープラン

集客施設

利便施設

となって

変化 

 

（下） 

 



 

（3）農業

本ゾー

れており

等が栽培

めとする

近郊型の

 

資

 

（4）ゾーン

産業集

農地につ

減少して

受け皿の

ることを

周辺産業

 

 

利用  

ーンは、県道

り、広大な優

培されており

る都市化の進

の農業により

資料）うるま市

ン内の産業集

集積基礎調査

ついては、農

ていることか

の整備の検討

を踏まえて、

業と適合した

道 85・33 号線

優良農地を有

り、ハウス栽

進展により、

り地産地消の

市作成 

集積候補地  

査の分析にお

農業振興地域

から、現状の

討が必要であ

新港地区の

た産業誘導の

 

線以北におい

有している。

栽培によるマ

農地が減少

の推進や６次

図表 6-5-

おいて、塩屋

域の農用地域

の土地利用の

ある。また、

の立地企業に

の在り方を検
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いて主に緑地

主な農産物

マンゴーの生

少する一方、

次産業化への

-1-④ 農地利

屋地区、仲嶺

域として保全

の状況を踏ま

本市の観光

に対する利便

検討する必要

地、斜面緑地

物ではさとう

生産もなされ

うるマルシ

取組がなされ

利用の状況

嶺地区を集積

全・確保を図

えつつ、新

光拠点（勝連

便施設、通過

要がある。 

地を含む農業

きびを中心

ている。ま

ェの活用を

れている。 

地候補地と

りつつ、新港

港地区を利用

城跡、海中道

する観光客

系の土地利用

に野菜、果樹

た、道路沿線

はじめとす

して選定した

港地区の未分

用する産業

道路）との動

に対する観光

用がなさ

樹、花卉

線をはじ

る、都市

 

た。優良

分譲地が

の新たな

動線であ

光施設等



 

資料

 

6.5.2 ゾ

（1）中城

中城湾

わずかと

業等の立

地の減少

生する可

 

（2）市内

中城湾

設利用の

者物流の

低さ（港

 

資料

料）うるま市作

ーンの課題 

湾港新港地

湾港新港地区

となったため

立地が困難と

少により、当

可能性が生じ

波及効果のさ

湾港新港地区

の市内割合の

の本地区の利

港湾人流面）

料）うるま市作

図表

作成 

区の分譲可能

区工業団地に

め、国際物流

となり、集積

当該団地に進

じている。 

さらなる向上

区については

の低さ（経済

利用割合の低

と市内波及

図表

作成 

6-5-1-⑤ ゾ

能用地の減少

について、近

流拠点産業の

積性の向上が

進出できなか

上 

は、部材調達

済活動面）、従

低さ（港湾物

及効果のさら

6-5-2-① 臨
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ゾーン内の産

少 

近年の企業進

のみならず、

がこれ以上見

かった企業が

達の市内割合

従業者居住の

流面）、本地

らなる向上が

臨海型産業振

産業集積地候

出の増加か

その産業を

見込まれなく

が周辺に立地

の低さ（生産

の市内割合の

地区寄港のク

課題となっ

振興ゾーン全

候補地 

ら分譲可能用

下支えする素

なっている。

する事例も

産活動面）、

の低さ（生活

ルーズ客の

ている。 

全体図 

用地が約 15％

素形材産業や

。また、分譲

あり、住工混

宿泊・飲食等

活環境面）、市

目的地の市

 

％と残り

や物流産

譲可能用

混在の発

等利便施

市内事業

内割合の

 



 

（3）県道

県道 8

と、今後

 

（4）農業

前原、

進んでい

原野化農

 

図

 

6.5.3 施

県内有

野と港湾

 

資料）

 

85・33 号線沿

85・33 号線沿

後商業施設が

利用地の住農

高江洲、豊

いる。また、仲

農地となって

図表 6-5-2-②

資料）う

施策の方向性 

有数の産業支

湾機能とが有

うるま市作成

沿線の商業施

沿線において

が立地可能な

農混在と低利

豊原地区につ

仲嶺地区につ

ている。  

② 県道沿線

るま市作成 

支援機能を有

有機的に連携

成 

施設立地可能

ては、開発行

な用地が残り

利用  

ついては沿線

ついては自然

線の商業施設

有する中城湾

携した臨海型

図表 6-5
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能用地の減少

行為申請及び

わずかとな

線に都市化が

然的利用が保

設立地可能用

湾港新港地区

型産業の集積

5-3-① 施策

少 

び建築確認申

っている。

が進み、都市

保全されてい

用地の減少（左

区を核に、港

積を目指す。

策の方向性 

請段階の立

的利用と自然

いる一方、多

左）、仲嶺地区

湾の拠点性

地予定案件

然的利用との

くの農地が休

区の現況（右

 

を踏まえた各

を含める

の混在が

休耕地、

） 

各産業分

 



 

 

6.5.4 仲

 中城湾

もたらす

企業進出

 

 

特に今

「うる

が策定さ

業が増大

港のバッ

おり、「

め、国際

 

資料）

嶺地区におけ

湾港新港地区

す新たな工業

出の需要把握

資料

今後のうるま

るま・沖縄地

されている。

大している。

ックヤードと

うるま・沖縄

際物流の結節

うるま市作成

ける新たな工
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6.8 ゾーニングと将来フレーム 

(1)うるま市産業基盤の全体像 

 新たな農水産品展開や生産性向上により、農水産業の付加価値拡大を推進し、６次産業化支援

も行いつつ、新たな交流拠点や臨海エリア（うるマルシェ等）へ展開していく。 

臨海エリアの開発と本市北部の交流拠点設置により、誘客を推進しつつ、島しょ部のリゾート

開発を推進して、観光誘導を強化する。臨海エリアは、工業だけではなく、物流機能を強化し、

商業施設の積極的誘導により、多様な産業の集積性を高める。さらに市街地エリアは、臨海エリ

ア後背地という特性を生かした商業誘導を図っていく。 

 

(2)将来フレーム 

将来フレームとして、産業振興計画の目標を達成するために必要な産業基盤の目安を設定する。 

農業は、経営耕地面積約 410ha を維持した上で、耕作放棄地 100ha から 60ha 程度が再び農地と

して活用されることを促すと仮定し、約 470ha を目安とした。 

製造業は、H28 年都市計画基礎調査図面の GIS データから推計した工業用地である約 570ha と

し、約 700ha を目安とした。なお起点となる約 570ha には、新港地区の未分譲地は含まれてない。

最新年次には、60ha 分が分譲されており、この時点で分譲用地はほとんど残っていない。そのた

め新たに産業集積地として必要となる面積は、70ha 程度である。 

観光業は、現在 2,200 室数が稼働しているが、うるま市産業振興プランにおける誘客目標と考

慮すると、今後 2,500 室が目安となる。 

商業用地は、 H28 年都市計画基礎調査図面の GIS データから推計した約 230ha から、約 260ha

を目安とした。 

 

図表 6-8 将来フレーム 

 
資料）九州経済調査協会・三菱地所リアルエステートサービス・アービカルネット作成 

  

産業基盤整備構想（H31.3）

＜ 産業振興計画の目標を達成するために必要な産業基盤の目安＞
現在 将来

■農業 （経営耕地面積） 約410ha 約470ha
■製造業（工業用地） 約570ha 約700ha
■観光業（収容人数） 約2,200室数 約2,500室数
■商業 （商業用地） 約230ha 約260ha
注1）目標時期は設定せず、産業振興計画の目標を達成するために、主要産業が必要な産業基盤を定量的に推計

注2）市内純生産の目標を生産拡大額として推計し、市民所得に対する目標は生産性向上・付加価値向上効果とみなして推計
※将来の産業基盤＝（現在の産業基盤量）×（市内純生産目標達成に必要な増加分）×（市民所得増加目標達成に必要な付加価値増加分）
※付加価値増加分は、絶対額の増加ではなく、生産額からの付加価値分配が変わると仮定
※上記で推計した数値を、関係各課と実現性などについて協議を行った結果を目安とした
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参考資料 検討委員会・ワーキンググループ概要 

（１）第１回検討委員会 

■ 日 時 ：2018 年 11 月 5 日（月） 15:00～16:30 

■ 場 所 ：うるま市庁舎西棟１階 中会議室 

■ 参加者 ：経済部 産業政策課、農政課、農水産整備課、商工労政課、観光振興課 

企画部 企画政策課、都市建設部 都市政策課、農業委員会 事務局 

■議題と主な意見 

論点１ 構想策定の趣旨説明と進め方 

� 基本構想の報告書については、出来たものから随時提供するようにしてほしい 

論点２、３ 現況整理と課題共有、今後の予定、調査方針 

� 食品製造業に対してもアンケートを行うべき 

� 平成 29 年産業振興計画で作成した産業連関分析の結果を各課に持ち帰って共有したい 

� 市内の農産物、食品などの関連性を作って、仕組みづくりをすべき 

� 津堅島は広大な農地を有するが、交通の不便から拡大できていない、今後の活用を検討

していく必要がある 

 

（２）第２回検討委員会 

■ 日 時 ：2018 年 12 月 25 日（火） 14:00～15:30 

■ 場 所 ：うるま市庁舎西棟１階 中会議室 

■ 参加者 ：経済部 産業政策課、農政課、農水産整備課、商工労政課、観光振興課 

企画部 企画政策課、都市建設部 都市政策課、農業委員会 事務局 

■議題と主な意見 

論点１ 企業意向調査について 

� 基本構想では細かく地域を出すかどうかは今後検討する必要がある 

� 楚南地区、東恩納、仲嶺は地権者もいるのでどのような出し方をするか、今後考えない

といけない 

� 地元住民の意向と方向性が一致しているかどうかの検討も必要である 

� ゾーニングは基本計画を作っていく上の基礎になるので、しっかり検討すべき 

� 観光農園や農家民泊などを行うにも、いずれも担い手不足に取り組む必要がある 

� 津堅島は橋がなく、明確に何を目指すか強調していくべきである 

� 定住促進は島しょ部でも展開していく必要がある 

論点２ ゾーニング（案）について 

� 温泉の確保、費用負担などは市、企業、どちらが対応するのか協議が必要である 

� 石川は交通結節点という認識はされており、進出を考える企業もいる 

� 島しょ型のホテルだけでなく、市街地型のホテルも検討すべき 

論点３ 今後の予定、調査方針 

� 報告書は第３回の委員会前に回覧できるように調整したい 

� 構想策定に当たって、候補地を示しているが、次年度の検討内容を記載してほしい 
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（３）第３回検討委員会 

■ 日 時 ：2019 年 3 月 15 日（金） 15:00～16:30 

■ 場 所 ：うるま市庁舎西棟１階 中会議室 

■ 参加者 ：経済部 産業政策課、農政課、農水産整備課、商工労政課、観光振興課 

企画部 企画政策課、都市建設部 都市政策課、農業委員会 事務局 

■議題と主な意見 

論点１ 基本構想策定にあたっての考え方 

� 市街地を中心とした街づくりの考え方について、経済部で作るものに対して、都市政策

と意見をもっと戦わせていかなければいけない 

� 2020 年度の都市マスタープランの見直しが予定されており、基本構想を踏まえ、国土利

用計画と連携しながら方向性を検討していく必要がある 

論点２ ゾーニングについて 

� 楚南、山城地区はかんがい設備がなく、水がない。農業用地としては難しい 

� 前原・豊原地区については振解除している土地も多く、商業、工業が盛んに行われてい

ることから、農用地としての利用は難しい 

� 現状の余剰地を除くと、産業用地として、約 20 ㏊必要である 

� 農業の重点エリアは、産業基盤まで入れて高度化し、農転が出来ない状況まで持って行

くべき、一方で、重点エリア外は農振を外す検討も必要である 

� 石川地区は振興と悪臭対策を兼ねて畜舎の集約を行うべき 

� 新港地区と中心市街地を上手く連携させ、新港地区から沖縄市に流出している経済波及

効果をうるま市へ取り込む必要がある 

� 広域商業拠点については、人が歩いて観光できる地域したい 

� 仲嶺地区は、農業に不向きな地形であり、新たな事業も検討する必要がある 

� 渋滞緩和や勾配が大きいことでの物流の影響などは、交通計画などできちんと対応する

必要がある。 

 

（４）第１回ワーキンググループ 

■ 日 時 ：2018 年 11 月 20 日（火） 10:30～12:00 

■ 場 所 ：うるま市庁舎西棟１階 中会議室 

■ 参加者 ：経済部 産業政策課、農政課、農水産整備課、商工労政課、観光振興課 

企画部 企画政策課、都市建設部 都市政策課、農業委員会 事務局 

■議題と主な意見 

論点１ 構想策定の趣旨説明と進め方 

論点２ 現況整理と課題共有 

【農業について】 

� 地下ダムは受益地として保全すべきであるが、住宅エリアが拡大しつつある 

� 農地として利用が難しい場所、工業地などの他産業の方が適地であると見込まれる場所

などは、規制解除の検討も必要である 

� 農業法人、農業関連企業（食品加工等）を誘致も検討にいれてほしい 
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� 農業地域を衰退させてしまう企業もあり、きちんとした選別が必要である 

� 農業発展のためには、産業道路や観光道路などをきちんと整備すべきであろう 

【商業について】 

� 中心市街地と郊外型をどう位置付けるか、そもそも位置づけるかどうか、を検討する必

要がある 

� 中心市街地というキーワードは、都市マスプラと合致させる点では好ましくないため、

「○○拠点」という程度の表現にとどめたほうがいいのではないか 

� 基盤整備が入っていない土地の場合、どこが、どのように基盤整備をやるのか協議が必

要である 

� 総合計画には、中心市街地の活性化に取り組むとも記載しており、今回の調査で、ゾー

ニングなどでそのエリアを示していくことも必要である 

� 都市計画上の白地の地域に工業の立地を促すか、用途地域内も含めて議論するのか、検

討が必要である 

【企業立地について】 

� 仲嶺は新港地区の後背地であり、産業集積地としては適地である 

� 市が費用を負担することなく、造成なども企業が自ら行う事例も出ている 

� うるま市の所得向上のためには、企業を誘致する必要がある 

【観光について】 

� ホテルが少なく、誘致を検討すべき 

� 空間的な利用ではなく、土地利用を検討する必要がある 

【その他】 

� 各部署の施策と、方針を組み合わせ、ゾーニングを行う必要がある 

� 白地の未利用地の利用を優先すべき 

� 計画策定後に他の課などとバッティングしないように、構想を作っていく必要がある 

論点３ ゾーニングの検討 

【ゾーニングの表現方法】 

� 農業：既存の農地、農振地域をエリア設定に使えないか 

� 商業：具体的にゾーニングするかを確認し対応を協議 

� 観光：観光拠点と動線を意識した空間利用の表現 

� 工業：候補地＋工場適地を点線の○で囲み、表現 

 

（５）第２回ワーキンググループ 

■ 日 時 ：2018 年 11 月 20 日（火） 13:30～16:00 

■ 場 所 ：うるま市庁舎西棟１階 中会議室 

■ 参加者 ：経済部 産業政策課、農政課、農水産整備課、商工労政課、観光振興課 

企画部 企画政策課、都市建設部 都市政策課、農業委員会 事務局 

■議題と主な意見 

論点１ 産業施策別の考え方と諸条件 

� 課題の整理で水産が抜けており、農林水産業施策として、まとめるべき 
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� 水産業は、陸上、海面養殖の可能性、港湾施設の機能の拡充が必要である 

� 農業だけでなく、水産系の６次化支援も、企業と手を組むべき 

論点２、３ 現況整理と課題共有、ゾーニングの検討 

【石川のゾーニングについて】 

� 与那城庁舎の周辺も、ホテルの建設が決まっているので、観光を入れるべき 

� 赤崎も企業立地施策候補地案に位置づけておく必要がある 

� ゾーンを東西で、２つに分けるべきである 

� 西側を研究開発拠点、東側を別の産業振興拠点としてゾーンを２つにわけるべき 

� 石川地区では、畜舎に住環境が寄ってきているため、集積が必要である 

� 新 IC を活用した土地利用を図りたい 

【市街地型産業振興ゾーンについて】 

� 兼箇段は、まだ具体的な活用方策が決まっておらず、沖縄県内では、教育系のプランが

有望であると聞いている 

� 中心市街地のソフト施策とヌーリ川との連携という話もあったので、施策というよりは

特徴として書くべきである 

【臨海型産業振興ゾーンについて】 

� 新港地区就業者の住居問題を取り上げるべき 

� 住居問題が雇用効果を喪失しているのではないかという話もあるため、住環境整備でき

るところに誘導していく仕組みを検討する必要がある 

� 既存市街地に余分がある状況で、住環境整備をするということまで、本計画に入れてし

まうと収集がつかなくなるため、住環境については記載すべきではない 

� 造成しても企業が張り付くかどうかはわからないため、オーダーメイド型の整備にすべ

きである 

【地域資源活用型産業振興ゾーンについて】 

� 藪地島は農振白地であるが、何かを振興できる場所ではないだろう 

� 南岸道路周辺は、高低差がきつすぎて、ホテル誘致などはできないだろう 

� 湾岸道路沿線の住民の大多数は農地として守るのではなく宅地化したい、農業基盤整備

は入れない、という意向である 

【島しょ型産業振興ゾーン】 

� 工業用水配管が止まっており、逆に下水道を中に通すパイプインパイプを実施して、島

しょ部の下水道整備を進めたいという話がでている 

� うるま市の重工業の位置づけを明確にする必要がある 

� 市内のどこかでやるなら工業専用地域である当該ゾーンしかない。 

� 水産が入っていないので入れるべきである 

� 学校跡地の活用も検討する必要がある 

� サテライトオフィスなどの活用を検討しており、スタートアップベンチャーなども誘致

できるのではないか 
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（６）第３回ワーキンググループ 

■ 日 時 ：2019 年３月 14 日（木） 

■ 場 所 ：うるま市庁舎西棟１階 中会議室 

■ 参加者 ：経済部 産業政策課、農政課、農水産整備課、商工労政課、観光振興課 

企画部 企画政策課、都市建設部 都市政策課、農業委員会 事務局 

■議題と主な意見 

論点１ ゾーニングの対象地域 

� 昆布・天願についても最近開発が進んできており、ゾーニングの必要性があるのではな

いか 

� 現在、観光振興課において石川 IC 周辺において郊外型のスポーツコンベンション施設整

備の可能性の検討を行っているところ、その位置付けができないか 

論点２ 検討方法 

� 農業生産基盤の調査及び漁協の浜プランの調査内容も確認すべき 

論点３ 主要プロジェクト 

� 津堅島を主要プロジェクトに入れてほしい 

論点４ ゾーニングにおける施策の方向性 

� 広域的視点を踏まえてゾーンの在り方を検討してほしい 

� 観光動線を踏まえてゾーンの在り方を検討してほしい 

 



 

 

参考資料
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